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第１章 計画の基本的事項 

 

１  計画策定の背景  

近 年 、地 球温 暖化 が原 因 と され る 異常気象 が日 本 や世 界各 国で 見ら れ 、農 業 や

生態系、健康、災害等、あらゆる場面で被害が増加しています。本市においても、平

均気温や１時間あたり最大降水量の上昇、真夏日や猛暑日等に増加傾向が見られ、

農林水産業における被害等も報告されています。  

このような異常気象による被害を最大限回避・軽減する取組と同時に、温室効果

ガスの排出を削減する事で異常気象の原因となる地球温暖化を食い止める取組の

推進が強く求められています。  

 

２  計画の位置付け  

本市は、一年を通じて比較的晴れた日が多く温暖な気候で、東には朝日が昇る大

阪湾、西には夕日が美しい播磨灘、南は太平洋に繋がる紀淡海峡に面し、また、「淡

路富士」と称される先山、瀬戸内海国立公園に指定された三熊山や五色浜など、豊

かな自然に恵まれています。  

この豊かな自然を将来にわたって維持し、自然と共存した快適で活力のあるまち

を目指すこ とが私た ちの 使命であ ると考 え 、脱炭素社会の実 現に向けた洲本市地

球温暖化対策実行計画【区域施策編】を策定しました。  

本計画は 、「地 球温暖 化対策 の推 進に関 す る法律 」に基 づく 「地 方公共団体 実行

計画」であり、市域全体の温室効果ガスの排出量の抑制等を行うための施策に関す

る事項を定める計画です。  

また、本計画は、「豊かな自然とやさしさあふれる 暮らし共創都市・洲本」の実現

を目指す「新洲本市総合計画」に掲げる地球温暖化対策に関する施策を体系的に取

りまとめた実行計画であり、環境保全分野はもとより、まちづくり や産業振興など

あらゆる分野の関連計画と連携して推進します。  

なお、国の「気候変動適応法」 に基づく市域における適応の推進を図る計画とし

ても位置付けています。  

 

３  計画期間及び基準年度  

計画の期間は、令和７(２０２５)年度から令和 1７(203５)年度までの期間とし

ます 。た だし 、目標の 達成状況や 社会情勢 等 に応じ て、随 時、計 画 の見直し を行い

ます。  

 また、計画の基準年度は、令和元(２０１９)年度とします。  
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４  計画の対象  

本計画の対象範囲は市全域とし、対象とする温室効果ガス（表 1-1）は二酸化炭

素とします。これは、温室効果ガスの 3/4 を占めると言われる二酸化炭素は、市民

生 活や 事業活 動な どが 起因 して 発生 するから であ り、 この 二 酸化 炭素 の 排出量 の

削減対策を中心に取り組みます。  

 

表 1-1 区域施策編の対象とするガス及び部門  
 

対象ガス  部門等  主な発生源  

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO 2  

産業部門  
製造業、建設業・鉱業、農林水産業等 での
エネルギー消費  

業務その他部門  オフィスや店舗などでのエネルギー消費  

家庭部門  家庭でのエネルギー消費による発生  

運輸部門  
自 動 車 、 鉄 道 で の エ ネ ル ギ ー 消 費 に よ る
発生  

非 エ ネ ル ギ ー 起 源
CO 2  

廃棄物部門  

（一般廃棄物）  
一般廃棄物の焼却処理  
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第２章 気候変動をめぐる動向 

 

１  地球温暖化の状況と気候変動の影響  

地 球 の 表 面 は 、 も と も と 二 酸 化 炭 素 （CO 2 ） や メ タ ン （CH 4 ） 、 水 蒸 気 な ど の 「温

室効果ガス」に覆われており、その効果で地表面から放射される熱が宇宙空間に逃

げていくことを防いでいます。  

そして、地球全体の平均気温は約１４℃前後と言われ、この大気中の温室効果ガ

ス により、地球は生物の生息・生育にとって 適度な温度に保たれ ています。 まさに

温室効果ガスは生物にとってなくてはならない存在です。  

しかし、産業革命以降、石炭、石油 などの化石燃料の使用量拡大やフロン類をは

じめとする化学物質 の生産・使用などにより、二酸化炭素をはじめとした温室効果

ガスが大量に大気中に放出されています。  

その結果、熱の吸収量と放出量のバランスが変化し、吸収量が多くなることで地

球全体の平均気温が年々上昇しており、地球全体の気候が変動しています。つまり、

温室効果ガスの過度な排出が、図 2-2 に示すような様々な気候変動の要因になっ

ているのです。  

気候変動問題は今や「気候危機」とも言われていて、私たち一人ひとり、この星に

生 き る全 ての 生 き物に と っ て避 け るこ とが で きな い 喫 緊の 課題 で す 。既 に世 界 的

にも平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測され、我が国においても

平均気温の上昇、大雨、台風等による被害、農作物や生態系への影響等が観測され

ています。  
 

図 2-1 地球温暖化のメカニズム  

 

（出所）こども環境白書（環境省）       
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図 2-2 世界の様々な国・地域で顕在化する気候変動  

 

（出所）環境省「地球温暖化と私たちの暮らし・未来」（２０２３年３月改訂）  

 

（左）降雨不足により干上がるサヘル地域の沼、（右）氷河が解け植生が変化したアルプスの氷河  

 

（出所）全国地球温暖化防止活動推進センター  

  

極端な気温 平均降水量の変化
極端な降水

海面上昇 海の酸性化破壊的な台風、
発達した低気圧

乾燥傾向
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２  国内外の動向  

（１）国外の動向  

パリ協定  

世界的な地球温暖化対策は 平成９（１９９７）年に採択された「京都議定書」とい

う法的な枠組みに基づき、先進国を中心 に進められてきま し た。しかし 、 温室効果

ガス の排出 量は世 界全 体 の約 ６割が 途上国 から 排出 され ており 、 今 後も 増加が 予

測されることから、世界全体での対策が求められてきました。  

このような状況を踏 まえ 、平成２７ （２０１ ５） 年にフラ ンス ・パリ で開催された国

連 気 候変 動枠 組 条約第 ２ １回 締 約国 会議(COP２ １)にお い て 、世 界 共通 の長 期 目

標 と し て 世 界 の 平 均 気 温 上 昇 を 産 業 革 命 以 前 に 比 べ て 2℃よ り 十 分 低 く 保 ち 、

1.5℃に抑 え る努 力を 追 求 す る こ と 、今 世紀 後 半 に温 室 効果 ガス の 人為 的 な発 生

源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成することなどを内容と

する「パリ協定」が採択されました。  

世界各国は、この目標の実現に向けた取組を進めており、令和３（２０２１）年４月

時点では計１２５か国 １地域が２０５０年ま での カーボンニュート ラ ル を表明してい

ます。  

 

「1 .5℃特別報告書」の公表  

平成 30（2018）年 10 月に、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が、パリ

協定の「1.5℃目標」に関する特別報告書を公表しました。この報告書では、世界の

平均気温は 2030 年から 2052 年までの間に産業革命前より 1.5℃高くなる可

能性が高く、1.5℃を超え ないように する ためには、2050 年 前後 に世界の二酸

化炭素排出量を実質ゼロにする必要があると指摘しています。  

 

近年の世界情勢の影響  

欧米等の世界各国に目を向けると、ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊

迫化など、地政学リスク の高まりを受け、エネルギー安全保障への対応を強化して

います。 カーボンニュ ートラ ル に向けて引 き続き意欲的な目標 を維持しながら、多

様 か つ 現 実的 な 対応を 重 視 し 、 エネ ル ギ ーの 安 定 供給 や 脱 炭素化 に 向 け た エネ ル

ギー構造転換を、自国の経済成長につなげるための政策を強化しています。  

また、欧州諸国の中には、ロシア産天然ガスの輸入量の激減等に伴うエネルギー

価格の高騰以降、エネルギー集約型産業（鉄鋼・紙パルプ・化学・セメント産業等）の

生産活動が低下するといった変化も見られます。  
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（２）国内の動向  

２０５０年カーボンニュートラル宣言  

令和２（２０２０）年１０月、政府は２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正  

令和３（２０２１)年５月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」が一部改正され

ました。これにより、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする

「2050 年までのカーボンニュートラルの実現」が基本理念として法律の中にも位

置付けられました。  

 

「地域炭素ロードマップ」の策定  

令和３（２０２１）年６月には、地域が主役となる、地域の魅力と質を向上させる地

方創生に資する地域脱炭素の実現を目指し、特に令和 12（2030）年までに集中

して行う取組・施策を中心に、行程と具体策を示す「地域脱炭素ロードマップ」が策

定されました。  

カーボンニュートラルって何？？  

カーボンニュートラルとは、「温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」、

つまり、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から植林、森林管

理などによる「吸収量」を差し引いて、排出量の合計を実質的にゼロにすること

を意味しています。  

カーボンニュートラルの達成のためには、温室効果ガスの排出量の削減及び

吸収作用の保全・強化をする必要があります。  

 

（出所）環境省「脱炭素ポータル」  
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各自治体によるカーボンニュートラル宣言の動き  

こうした国の動きを 踏まえ て、２０ ５０ 年 までに二酸 化炭素 の 排出量を実質ゼロ

にすることを目指す「ゼロカーボンシティ」を表明する自治体が増えています。  

令和６（2024）年９月末時点で、１，１2２自治体 （４６都道府県、１，０7６市区町

村）が表明しています。  

 

「GX 推進法」の成立と「GX 推進戦略」の策定  

令和５（２０２３）年５月には、グリーントランスフォーメーション（GX）に向けた国

際的な投資競争の加速を背景に、日本でも 2050 年のカーボンニュートラル実現

と産業競争力の強化、経済成長の実現に向けて GX 投資を推進させるべく、GX 推

進法が成立されました。  

また、同年７月には、同法に基づき、国民生活及び経済活動の基盤となるエネル

ギー安定供給を確保するとともに、経済成長を同時に実現するための「脱炭素成長

型経済構造移行推進戦略」（GX 推進戦略）を策定しました。  

 

「地球温暖化対策計画」の改定  

国は、令和７（２０２５）年２月１８日に地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合

計画である地球温暖化対策計画を改定しました。さらに、同日、令和１７（20３５）

年度、令和２２（20４０）年度において、温室効果ガスを平成２５（2013）年度から

それぞれ 60％、73％削減することを目指す、新たな「日本の NDC（国が決定す

る貢献）」を、気候変動に関する国際連合枠組条約事務局（UNFCCC）に提出しま

した。  

改定された地球温暖化対策計画には、この新たな削減目標及びその実現に向け

た対策・施策が位置付けられています。2050 年ネット・ゼロの実現に向けた直線

的な経路を弛まず着実に歩んでいくことを示すことで、政策の継続性・予見性を高

め、脱炭素に向けた取組・投資やイノベーションを加速させ、排出削減と経済成長の

同時実現に資する地球温暖化対策を推進していく方針です。  

 

✐  国の新たな地球温暖化対策計画の内容の詳細については、  

環境省ウェブサイトをご参照ください。  

（こちらの QR コードからアクセスできます）  
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（３）兵庫県の動向  

ゼロカーボン宣言と実行計画の改定  

兵庫県は、令和２年（2020 年）９月に「2050 年に二酸化炭素排出実質ゼロを

目指す」ことを明らかにしました。  

これを受けて、令和３（2021）年３月に「兵庫県地球温暖化対策推進計画～脱炭

素社会に向けて～」を策定し、2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロをゴールとし、

令和 12（2030）年度に平成 25（2013）年度比で 35％削減の達成に向け果敢

に取り組みつつ、最大 38％の削減を目指す目標を掲げました。  

その後、国の対策強化等を受け、令和４（2022）年３月には、令和 12（2030）

年度目標の再検討を行い、48％削減の達成に向け取り組むとともに、さらなる高

みを目指すことを目標に掲げています。  

 

兵庫県気候変動適応センターの設置  

兵庫県は、令和３（2021）年 4 月に、公益財団法人ひょうご環境創造協会と協

調して、県の適応策推進体制 の拠点となる「兵庫県気候変動適応セ ンター」 を設置

しています。同センターでは、気候変動影響や適応策に関する情報の収集・分析・提

供や研究、市町等への助言等を実施しています。  

 

表 1-2 国内外の動向（年表）  
 

年  国外の動向  国内の動向  

2015 年  「パリ協定」 採択（ COP21)   

2016 年  「パリ協定」 発効  
「地球温 暖化対 策計 画」策定  

「気候変 動適応 法」成立  

2018 年  「 IPCC1 .5 ℃特別 報告 書」公表  
「気候変 動適応 計画」策 定  

「第５次エ ネルギ ー基本 計画」策 定  

2019 年   
「 パ リ 協 定 に 基 づ く 成 長 戦 略 と し て

の長期 戦略」策 定  

2020 年   205 0 年 カーボン ニュ ートラル宣 言  

2021 年   
「地球温 暖化対 策計 画」改定  

「第６次エ ネルギ ー基本 計画」策 定  

2022 年  ロシアによる ウクライ ナ 侵略開 始   

2023 年   
「GX 推 進法」成 立  

「GX 推 進戦略」 策定  

2025 年   
「地球温 暖化対 策計 画」改定  

「第７次エ ネルギ ー基本 計画」策 定  
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（４）本市のこれまでの取組  

エネルギーの有効活用の促進  

本市は、エネルギー使用量を削減するため、家庭や事業所における省エネ対策の

情報提供と普及啓発を行い、浪費型スタイルから省エネ型スタイルへの転換を推進

しています。  

また、市 民団体などが 実施する植樹 や芝生 化 などの緑化活動 に 対し支援を行っ

ています。  

 

環境学習の推進  

「エコひろば洲本」で行う環境学習では、参加者のニーズに

合わせたプログラ ムを実施し、市民の環境学習 を推進してい

ます。  

また、市民、事業者 などが行う地域の環境保全 などの取組

を情報発信 す るなど 、 環境に関 する 市民な どとの 連携・協働

の促進を図り、環境に関する問題意識の高揚を図ってきまし

た。さらに、環境学習 指導者 や地域での環境保全活動のリー

ダー的役割を担う人材の育成に取り組んでいます。  

なお、「エコひ ろば 洲 本」は、令和２（２０２ ０） 年４月から 公

式インスタグラムでも情報配信しています。  

 

循環型社会形成に向けた取組  

令和２（２０２０）年 2 月から「洲本市 25％ごみ減量化作戦」を展開し、小型家電

や古着類の回収品目拡大、食器類 の無料回収 の開始、生ごみ減量化機器の購入助

成 金拡充 、リ サイク ルポイ ント 制度 の導入 など 、 より 一 層のご み減量 化 を進 めて き

ました。その結果、平成 28（2016）年度には 659ｇであった市民１人１日あたり

のごみ排出量を、令和４（2022）年度には 530ｇ（△20％減）まで削減すること

ができました。  

 

（写真）市役所１階ロビーで実施している古本回収「Re:ぶっく出張店」の取組  
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第３章 本市の地域特性 

１  概況  

本市は、一年を通じて比較的晴れた日が多く温暖な気候で、東には朝日が昇る大

阪湾、西には夕日が美しい播磨灘、南は太平洋に繋がる紀淡海峡に面し、また、「淡

路富士」と称される先山、瀬戸内海国立公園に指定された三熊山や五色浜など、豊

かな自然に恵まれています。  

その豊かな自 然の恩 恵を受けてい るのが 、 魅力的な「食」 です 。 万葉の時代には

「御食国（みけつくに）」と呼ばれ、朝廷に山海の幸を献上してきた土地であり、全国

的に有名なタマネギをはじめとする農畜産物、 ハモやサワラ といった水産物が、今

も市民のみならず訪れる人々に親しまれています。  

歴史を紐解けば、戦国時代 には三熊山の山頂に洲本城が築城され、その後、「賤

ケ 岳 （し ずが た け） の七 本槍 」の一 人 とし て有 名な 脇坂安 治に より 広大 な敷地 を 持

つ総石垣の城に改築されました。後に洲本城には山裾にも城が築かれ、二つの城を

つなぐ「登り石垣」が貴重な遺構として、「続日本 100 名城」にも選ばれています。  

洲本城の眼下 に広が る市街地は 、碁盤 の 目のように 整備さ れ た町割り とと もに

旧城下町の風情が今も残っており、「レトロこみち」の名でその魅力を訪れる者に伝

えています。  

また、市の西側に目をやれば、江戸時代後期に北前船「辰悦丸」を駆り、「海の豪

商 」 と 呼 ば れ 、 今 も 当地 の 人 々 から 敬い 愛さ れ て い る 高 田 屋嘉兵 衛 翁 の 邸宅 跡 が

残っています。この先人の偉業が認められ、日本遺産「荒波を越えた男たちの夢が

紡いだ異空間 ～北前船寄港地・船主集落～」の構成市の一つにも認定されました。  

さ ら に、 明治 の後 半か ら 大 正期 に は 、現在 の 市街 地の 中心 部に 大 き な紡 績工 場

が立ち並び、淡路地域全体の経済をけん引し、今日の市勢の礎が形成されました。

今でも当時の隆盛を懐かしく思い出されるレンガ造りの建物が飲食施設や図書館

とし て再利 用さ れて おり、 西日本の 紡績産 業 を担っ た近代化 産 業遺産群 の 一つと

して経済産業省から認定されています。  

そして、近年は、兵庫県内でも屈指の洲本温泉が多くの訪問者を迎え、市域の観

光の根幹をなしています。また、漁業、稲作やタマネギ、和牛などの第一次産業はも

ち ろ ん のこ と 、大 手電機メ ー カ ーや 精密 機械 の工 場が地 域産 業の 一端 を担っ て い

ます。  
 

（写真）左：洲本城（模擬天守閣）  右：同所から見下ろす市街地  
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２  自然的条件  

（１）位置  

淡 路 島 の 中 央 に 位 置 し て い る 本 市 は 、 総 面 積 182.38 ㎢ で 、 神 戸 ・ 大 阪 ま で

50～70 ㎞の距離にあり、本州と四国を結ぶ神戸淡路鳴門自動車道が南北を縦断

するほか、国道 28 号や主要地方道が島内の地域拠点間を結ぶなど、都市間、地域

間交通の要衝として重要な地位を占めています。  

 

（2）地勢  

本市は、中央部に先山（標高 448m）を中心にした山地を有し、その東側の市街

地には平野が広がり、島内でも有数の流域面積を誇る洲本川が大阪湾 に注いでい

ます。  

中心市街地が形成されている地域には、洲本バスターミナルや大規模商業施設、

レン ガ造り の旧工 場 な ど 、拠点性 を有 した景 観が広が ってい るこ と に 加え 、 レク リ

エーションの場となる海沿いの景観や、碁盤の目状に町割りが形成された城下町の

風情が残る景観などが存在しています。  

ま た 、 本 市 の 東 西 両側 が 海 に 接 す る 地 形か ら 、 市 の 東側 に ある 大 阪 湾 を 望 む 海

岸線側においては、 ホテル街やリゾート施設が一角を連ねるリゾート地域を形成し

ています。そして、漁港が整備された地域においては海の幸を水揚げする漁師町が

存在します。  

市を南北に縦貫する国道 28 号線の沿線では商業施設が点在し、郊外の地域の

多くでは中山間に位 置する農村集落が広 がり、なだらかな 丘陵 地帯 で水稲を中心

とした農業が多く見られます。  

適度に都会化した市街地やリゾート地、海の幸を誇る漁師町、豊かな自然と調和

した田園風景など、本市の地勢は多種多様に富んでおります。  

 

（３）気温・降水量  

東に大阪湾、西 に播 磨灘を臨む本市の気 候は、温暖で降水量 の比較的少ない瀬

戸内海気候に属しています。  

年間平均気温は 15.2℃、年間平均降水量は約 1,635mm となっているほか、

日照時間は年間平均約 2,010 時間に達しています。  

 

（４）土地利用  

本市の総面積１８２．３８㎢における土地利用の構成は、農用地が約１３．５％、森

林が約５６．６％ であるのに 対し、宅地が約４．４％、道路が約３．８％、水面・河川・

水路が約４．２％、その他が約１７．６％となっています。  

農用地や森林の占める割合が高いことは、 緑豊かな自然環境の中に発達した市

街地とその周辺を包み込む田園集落地域としてのまちの姿を示しています。  



第３章 本市の地域特性 

 

12 

 

図 3-1 洲本市の月別の平均気温と降水量（1991～2020 年平均）  

 

（出所）神戸地方気象台  

 

図 3-2 洲本市の土地利用  

 

（出所）洲本市国土利用計画（令和３年６月）  
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（５）傾斜地・土砂災害警戒区域など  

①傾斜地・標高  

本市には、平地が少なく、傾斜地が多くあります。特に、標高が高い南部の鮎屋・

千草・由良及び上灘地区は、傾斜が急なエリアが多くなっています。  

 

図 3-3 洲本市の傾斜地の分布  

 

図 3-4 洲本市の各地域の標高  

 

（出所）洲本市ウェブサイト（地図で見る洲本市の営農環境）  
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②土砂災害警戒区域  

土砂災害警戒区域 は、「急傾斜地の崩壊」「土砂流」「地滑 り」の３つに 分類され、

下図のとおり、洲本市内の各地に計画区域が存在します。  

 

図 3-5 洲本市の土砂災害警戒区域の分布  

 

（出所）洲本市ウェブサイト（地図で見る洲本市の営農環境）  
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３  社会的条件  

（１）人口・世帯数の推移  

本市の人口は減少傾向で推移しており、令和２（2022）年には 41,236 人と過

去 20 年間で 11,000 人程度減少しています。世帯数も減少傾向にあり、令和２

（2022）年には 17,792 世帯と過去 20 年間で 1,000 世帯程度減少していま

す。  

年齢３区分別人口の過去 20 年間の変化率をみると、年少人口（０～14 歳）は

43.1％減、生産年齢人口（15～64 歳）は 33.8％減となっています。一方、老年

人口（65 歳以上）は 22.4％増となっており、少子高齢化が進行していることが分

かります。  

 

図 3-6 洲本市の人口推移と将来推計  

 

 

（出所）新洲本市総合計画（後期基本計画）   
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４  経済的条件  

（１）産業別就業者数  

本市の就業者数の推移をみると、平成 17（2005）年の 24,886 人から令和２

（2022）年には 18,693 人と 15 年間で 6,000 人程度減少し、就業率も 6.5

ポイント減となっています。  

産業分類ごとの内訳をみると、第１次産業、第２次産業、第３次産業すべてにおい

て 就 業 者 数 が 減 少 し て お り 、 特 に 、 第 １ 次 産 業 に つ い て は 1,300 人 程 度(△

42％)の減少となっています。  

 

図 3-7 洲本市の産業別の就業者数と就業率の推移  

 

（出所）新洲本市総合計画（後期基本計画）  
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（２）製造業  

本市の製造品出荷額等（令和２（2020）年度）は 442 億円で、内訳としては、

一定の集積を持つ生産用機械器具製造業及び電気機械器具製造業や、地域特性で

ある豊富な食材を活かした食料品製造業などが多くなっています。  

 

図 3-8 本市の製造業の業種別製造品出荷額等の内訳（令和２（2020）年度）  

 

（出所）工業統計調査 2020 年確報  

 

（３）観光業  

淡路地域の観光入込客数の推移をみると、令和元（2019）年までは横ばいで推

移していましたが、令和２（2020）年は新型コロナウイルス感染症の影響で大幅減

（8,043 千人）となっています。本市も同様で、令和元（2019）年までは 1,200

千人程度であった観光入込客数が令和２（2020）年には半減しています。  

淡路地域の観光消費 額 は、令和元（2019）年までは微増 でした が、観光入込客

数の減少に伴い、令和２（2020）年は大幅に減少しました。  

 

図 3-9 淡路地域３市における観光入込客数等の推移  

 

（出所）新洲本市総合計画（後期基本計画）  
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（４）農林水産業  

 ①農業・畜産業  

本市の耕地面積は総面積の 13.4％を占めており、耕地面積の 92％が水田と

なっています。また、農家全体の 67％が販売農家（経営耕地面積が 30ａ以上又

は調査期日前１年間における農産 物販売金額が 50 万円以上の農家）であり、一

定規模以上の営農を行っている農家が多いことが分かります。  

 

図 3-10 本市の耕地の利用状況や販売農家の割合など（令和４（2022）年度）  

 

（出所）農林水産省「市町村の姿 グラフと統計でみる農林水産業」  

 

本市の農業産出額は、令和２（2020）年度で 55 億円であり、内訳としては、

畜産業が５５％（肉用牛：31％、乳用牛：24％）を占め、耕種においては、特産品

であるたまねぎ等の野菜が 27％、次いで米が 16％となっています。  

 

図 3-11 本市の農業部門別の産出額の内訳（令和２（2020）年度）  

 

（出所）市町村別農業産出額（推計） 確報 令和２年市町村別農業産出額（推計）  

野菜

27%

米

16%

果実

2%

肉用牛

31%

乳用牛

24%

農業全体

55億円
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②漁業  

本 市 の 漁業 は 、 小 型底 引 き 網 、 刺網 、 機 船船 び き 網 、 たこ つ ぼ 、 一 本 釣 り など の

漁船漁業、採介藻漁業、 のり、わかめの養殖漁業が営まれており、 ハモ、サワラ 、マ

ダイ、アジ、イ カナ ゴ、 マダコ、ウニ、アワビ のほか養殖のり・わか めなど、 四季を通

じて多種多様な水産物が水揚げされています。  

しかし、漁家数は、平成 26（2014）年の 346 戸から、令和２（2020）年には

283 戸と 18％減少しており、漁業者の高齢化、後継者不足が大きな課題となって

います。  

 

図 3-12 本市における海面漁業の魚種別漁獲量（平成 30（2018）年度）  

 

（出所）農林水産省「市町村の姿 グラフと統計でみる農林水産業」  

 

図 3-13 本市における漁家数の推移  

 

（出所）:兵庫県淡路県民局「漁業協同組合概況調査」をもとに本市にて作成  
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6.5%
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63.0%
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（５）交通  

①自動車  

本市の自動車運転免許保有者数は、平成 18（2006）年度の 32,600 人をピ

ークに減少しています。自動車保有台数についても、平成 18（2006）年度まで増

加傾向にありましたが、約４万台をピークに減少に転じています。  

平成 30（2018）年度時点で、１世帯当たりの自動車保有台数は 1.87 台とな

っており、全国同時期の 1.06 台（出所：一般財団法人自動車検査登録情報協会）

と比較して 1.7 倍であり、移動手段として自動車への依存度が高い状況にあると

いえます。  

 

図 3-14 本市の自動車保有台数(百台)・運転免許所保有者数（百人）の推移  

 

（出所）洲本市地域公共交通基本計画（後期） 資料編（令和２年３月）  

 

②公共交通機関  

本 市で は 、神戸 ･大 阪方 面 、徳島 方面 を結ぶ 高速 バス と下図 に示 す 路線 バス ･ コ

ミュニティバスにより公共交通網が形成されていますが、乗客数の減少などにより、

平成元（1989）年には 13 路線あったバス路線が、現在では６路線にまで減少して

います。  

その他、平成 24（2012）年４月より、路線バス上灘線の廃止に伴いコミュニテ

ィバスに移行した上灘線が運行され、さらに 令和元（2019）年 10 月より南あわ

じ市までの運行となり、上灘･沼島線と改称されました。また、平成 29（2017 年）

4 月より、五色地域線の運行が開始されました。  
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図 3-15 本市における路線バス・コミュニティバスの概要  

 

（出所）洲本市地域公共交通基本計画（後期）  
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４  地域特性（強み）のまとめ  

 本市においては、前述のとおり、少子高齢化の進行やそれに伴う一次産業の担い

手 不足 な ど、 様々 な地 域課 題が 存在 し ます 。 一 方で 、本 市 には、 御 食国 （食 ）・ 温 泉

（宿泊）・城下町（まちあるき）・国立公園（豊かな自然）など、様々な観点で地域特性

（強み）を有しています。  

 今後、カーボンニュートラル社会の実現に向けて、こうした地域の強みを活かしな

がら、市民・事業者な どのあらゆる 主体と 連携しながら 省エネルギー 対策、再生可

能エネルギーの導入、森林保全等の対策を推進し、地域課題の解決やまち全体の魅

力向上を図り、“にぎわい”のあるまちを目指していきます。  

 

図 3-16 洲本市の主な地域の強み  

 

 

  

旧城下町の風情・温泉地などの

歴史ある魅力的な観光資源

➢ 県内屈指の高評価を得る洲本温泉、御食国を支える豊かな
食材、旧城下町の風情、瀬戸内海国定公園のコンテンツ

➢ 古民家リノベーションなどによる自然の中のワーケーション
拠点の設置など、働きながら洲本の自然を体感できる環境
の整備

「御食国」としての歴史をもつ

豊かな海・山の恵み（豊富な食材）

➢ 市民や観光客に親しまれているおいしい米・たまねぎ・青物

野菜・果実・淡路牛や由良港等で水揚げされる豊富な魚介類

（ハモ・サワラ・赤ウニなど）など

三熊山・先山・五色浜・成ヶ島などの

溢れる森・海の自然環境

➢ 海・山の豊かな自然に恵まれる一方、市街地は1km四方に
生活に必要な施設が揃う便利さもあり

➢ 「トカイナカ」ともよばれ、都会と田舎のバランスが取れた
“ちょうどよい”まち

太陽光・風力・バイオマスなどの

潜在的なエネルギー資源

➢ 日照に恵まれた瀬戸内気候や良好な風況など潜在的な再エ

ネ資源が存在
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第４章 市民・事業者アンケートの結果 

１  アンケート調査の概要  

 本計画 の策定に 当 たり、市 民及び市 内事 業者 の環境問 題に対 する意 識や地 球温

暖 化 対 策へ の 取組 状況 及 び 意向 等 を調 査す る こ と を 目 的 に 、以下 の と お りア ン ケ

ート調査を実施しました。調査にご協力いただいた皆さまに感謝申し上げます。  

 

図 4-1 アンケート調査の概要  

 

２  市民アンケートの結果  

市民向けのアンケート結果の概要については以下のとおりです。  

アンケート結果の一部は次ページ以降で紹介しますが、詳細は資料編に記載して

います。  

 

図 4-2 市民向けアンケート調査の結果（概要）  

 

有効回答数： ３１ （回収率：６２．０%）

令和６年９月６日（金）～令和６年９月２５日（水）

調査票を郵送の上、返信又はwebで回答 （別途、市ホームページからweb回答を呼びかけ）

洲本市内にお住いの市民１，０００名(無作為抽出の上、郵送)

洲本市内の50事業所 (無作為抽出の上、郵送)

市民や事業者の地球温暖化に関する現状の認識、取組、今後の意向などを調査調査の内容

調査対象

市民

事業者

調査期間

調査方法

回収結果

有効回答数：３０６ （回収率：３０．６％）市民

事業者

関心がある方が８３％ ⇒ 非常に高い関心度

政府の2050年目標（排出量実質ゼロ）の認知度は４７％

地球温暖化問題
への関心

政府目標の認知度

市民の取組状況

地球温暖化対策の
取組への意欲

廃棄物の削減（マイバッグ７３％等）や節電に関する取組は、比較的市民生活に浸透

※高齢者ほど関心が高い傾向。70歳以上では３６％が「とても関心がある」と回答。

「負担をかけてでも」或いは「多少の負担であれば」取り組みたい方が５８％

※若い世代ほど取組項目数が少ない傾向 ⇒ 若い世代の行動変容が課題

設備導入の
状況・意欲

市への期待

LED照明は７７％と導入率が最も高く、次いで、省エネ家電・高効率給湯器が３０％程度

導入ニーズは、LED（２３％）、省エネ家電（２１％） 、EV・宅配ボックス等（各１８％）など

地球温暖化対策に取り組むべきと考える市民の割合は８８％

※若い世代は負担を伴う取組には消極的な傾向（２９歳未満：同４５％、70歳以上：同６９％）

※ 施策別には公共交通機関の充実（３８％）が最も高く、次いで緑化・森林保全、省エネ住宅、ごみ減量など
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（１）日常生活での脱炭素行動について  

日常生活における脱炭素行動のうち、マイボトル・マイバッグの持参や、ごみの減

量・分別・リサイクル 等の取組は、一定浸透しているといえ ま す。 一方で、移動に関

する取組（自転車・徒歩での移動や公共交通機関の利用）や電力契約に関する取組

は、市民生活には浸透していないことが分かりました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6%

3.6%

6.9%

8.5%

9.2%

17.3%

26.1%

29.7%

33.3%

39.5%

39.9%

42.8%

65.7%

72.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない

移動の際は、なるべく自家用車ではなく公共交通機関を利用している。

電力会社と二酸化炭素の排出量が少ない電気メニューを契約している。

移動の際は、なるべく自家用車ではなく自転車・徒歩で移動している。

生ごみの堆肥化に取り組んでいる。

洲本市内で採れた食材を優先して購入している。

生活用品は環境負荷の小さいもの（自然素材、詰替可能なもの等）を選んでいる。

再配達の防止（宅配ボックス、置き配バッグの活用など）に取り組んでいる。

冷暖房時の室温設定を適切にしている。

節水に努めている。

食料品の食べきりやお店での手前どりなどの食品ロス対策に取り組んでいる。

電気製品のスイッチをこまめに切ったり、コンセントから抜いたりしている。

ごみの減量・分別・リサイクルに取り組んでいる。

マイバッグ・マイボトルを持参している、不要な包装は断っている。

【質問】次の地球温暖化対策の取組のうち、取り組まれている項目をすべて選んで

下さい（複数回答可）  
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（２）住宅への省エネ設備の導入状況等について  

LED 照明の導入率は８割弱と高い一方、省エネ家電や高効率給湯器等の導入率

は３割程度ということが分かりました。また、エネファームや太陽熱利用システムは

導入率が低く、当該設備の認知向上等の対策が必要といえます。  

 

 

 

 

  

1.6%

0.7%

4.9%

5.9%

6.5%

13.1%

16.3%

23.9%

24.5%

30.1%

31.4%

77.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

家庭用燃料電池システム（エネファーム等）

太陽熱利用システム（温水器等）

家庭用生ごみ処理容器・生ごみ処理機

蓄電池

宅配ボックス・置き配バッグ

太陽光発電設備

断熱窓（ペアガラス、二重窓等）

ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）

省エネ家電（高効率エアコンなど）

ＬＥＤ照明

【質問】次の設備等の導入について、設置・所有しているものをすべて選んで下さ

い。（複数回答可）  
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（３）行政への期待について  

行政が特に注力すべきと考える地球温暖化対策の取組については、「公共交通機

関の充実」が 37.9％と最も高くなっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.9%

3.6%

8.5%

19.3%

20.3%

21.2%

22.2%

24.2%

26.1%

27.8%

27.8%

28.1%

37.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

わからない

その他

自転車利用の促進

公共施設の省エネ化等の率先的な対策

環境教育を通じた意識啓発の推進

地球温暖化対策等に関する情報発信

事業所の省エネ対策（省エネ設備導入・建物の断熱化等）の促進

自動車の低炭素化の促進（電気自動車への補助金等）

事業所の再生可能エネルギー（太陽光発電等）の促進

ごみの減量化の対策・啓発

住宅の省エネ対策（省エネ家電導入・住居の断熱化等）の促進

市域の緑化・森林保全

公共交通機関の充実

【質問】洲本市が今後特に力をいれるべきと考える地球温暖化対策の取組を３つ

まで選んで下さい。（複数回答可）  
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３  事業者アンケートの結果  

事業者向けのアンケート結果の概要については以下のとおりです。  

アンケート結果の一部は次ページ以降で紹介しますが、詳細は資料編に記載して

います。  

 

図 4-3 事業者向けアンケート調査の結果（概要）  

 

 

脱炭素化に関する担当者がいる事業者は１８％ （専任部署設置：３％）

「脱炭素化に向けた世の中の動きが加速している」と感じている事業者は６５％

⇒ さらに「自社の事業に影響がある」と感じている事業者は５５％
社会の変化

自社の取組体制

自社の温室効果ガスの排出量を把握している事業者は２３％（建設業・製造業が高め）
目標を設定している事業者は１３％

排出量の把握・目標設定

取引先から要請を受けたことがある事業者は１０％ （すべて製造業）取引先からの要請

「EV等の導入促進」が５８％と最多、次いで情報提供が３２％市政へ期待

導入率は、LED：９０％、EV等：５３％、太陽光発電：２４％

⇒ 導入意欲は、EV等が３０％と最も高く、太陽光・蓄電池・太陽熱利用システムが各１０％
設備導入の状況・意欲

取組を進める上の課題

省エネの見通し 「前年度比１％減」が４４％と最も多く、次いで「削減は困難」が２６％（平均前年度比▲１．４１％）

リソース不足を課題に挙げる事業者が多数 資金：５５％、人：５５％、情報：５２％

直接的な経費削減につながる廃棄物の３Rや節電・節水の実施率は相対的に高い。具体的な対策
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（１）社内の体制整備について  

市内の事業所の多くは脱炭素経営を推進する担当者が不在であることが分かり

ました。社内で脱炭素経営を推進する人材を育成することが、取組の第一歩として

重要といえます。  

 

 

（２）温室効果ガス排出量の可視化について  

市内の事業所の多くは、自社の事業所における温暖化対策 ガス の排出量を把握

していないことが分かりました。脱炭素経営を進めていく上で、排出量の可視化は

大前提として必要な取組であり、事業者の排出量の把握・公表を後押しする施策が

必要といえます。  

 

 

有効回答数
（n=3１）

0.0%

3.2%

16.1%

77.4%

3.2%

専任部署を設置している。

専任部署はないが、専門の担当者がいる。

専任部署はないが、他業務との兼任の担当者がいる。

特に担当者はいない。

その他

有効回答数
（n=３１）

6.5%

16.1%

77.4%

把握・公表している。

把握しているが、公表はしていない。

把握していない。

【質問】脱炭素化に向けて、貴事業所ではどのような体制をとっていますか。  

【質問】貴事業所の温室効果ガス排出量を把握・公表していますか。  
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（３）脱炭素経営に向けた具体的な取組  

市 内 の事 業 者の 日 常業 務 に お け る脱 炭 素経 営 の取 組 に つい ては 、 ご み の 減量 ・

分別や節電・節水等のコスト削減に直接的に繋がる対策を中心に、一定浸透してい

ることが分かりました。  

他 方 で 、省 エネ 診断 の受 診 、 カ ー ボン クレ ジッ ト 制度 の 活用 、 二酸化 炭 素排 出 量

の少ない電気 への切 替など 、追加的 な費 用がかか る可能性の 対策につ いては 、 実

施割合が低いことが分かりました。  

 

 

 

 

 

  

0.0%

0.0%

0.0%

3.2%

3.2%

9.7%

22.6%

25.8%

29.0%

32.3%

51.6%

54.8%

77.4%

83.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に取り組んでいない

環境省が推奨する「デコ活宣言」をしている。

国等が実施する「省エネ診断」を活用している

従業員に公共交通機関による通勤を推奨している

カーボン・クレジット制度を活用している（Jクレジットなど）

電力会社と二酸化炭素の排出量が少ない電気メニューを契約している

環境活動（清掃ボランティア含む）に参加・協力している

環境にやさしい商品を選択している

テレワークやオンライン・ペーパーレス会議等の励行

事業所内の緑化に努めている

クールビズ・ウォームビズを実践している

事業所内のごみの減量化を行っている

節電・節水に努めている

事業所内のごみの分別、リサイクルを行っている

【質問】次の地球温暖化対策の取組のうち、貴事業所が取り組まれている項目をす

べて選んでください。（複数回答可）  
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（４）省エネ設備等の導入状況  

市内の事業者の省エネ設備等の導入状況については、LED 照明が９０％と最も

導入率が高く、次いで電気自動車等（ ハイブリッド車含む）、太陽光発電 シス テム の

順で高くなりました。  

導入意向については、電気自動車等（ハイブリッド車含む）が 30％と最も高くな

りました。  

 

 

3%

7%

14%

14%

24%

53%

90%

7%

7%

7%

10%

3%

3%

10%

10%

30%

3%

86%

86%

48%

41%

62%

69%

86%

66%

55%

52%

52%

7%

14%

14%

45%

52%

31%

21%

10%

24%

28%

24%

14%

10%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バイオマスボイラー

地中熱利用システム（空調・給湯等）

ＺＥＢ（ネットゼロエネルギービルディング）化

ＢＥＭＳ（エネルギーマネジメントシステム）

事務所の木質化

太陽熱利用システム（温水器等）

薪ストーブ・ペレットストーブ

高効率給湯器

高効率空調システム

蓄電池

太陽光発電システム

ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車

ＬＥＤ照明

導入している 今は導入していないが、導入したいと考えている 導入しておらず、今後も導入するつもりはない わからない

【質問】次の設備･車等の導入について、それぞれ選んでください。  



第４章 市民・事業者アンケートの結果 

 

31 

 

（５）行政への期待について  

市内事業者が脱炭素経営 を進める上で行政に期待する施策としては、 次世代自

動車の導入促進が 58％と最も高い回答率 となっており、 電気自動車等の購入補

助 への ニー ズが 高いこ と が 伺え ま す 。 その他 、 情報提 供 や省エネ・ 再エネ 対策 の 促

進についてのニーズも比較的高い結果となりました。  

 

 

 

 

 

  

6.5%

12.9%

16.1%

16.1%

19.4%

25.8%

29.0%

32.3%

58.1%

0% 20% 40% 60% 80%

市内の再エネを市内で消費するための地域エネルギー会社の設立

省エネ診断・アドバイザー派遣制度

公共施設の省エネ化等の率先的な対策

従業員の人材育成に対する支援

再生可能エネルギー（太陽光発電等）の促進

二酸化炭素排出量の可視化システム導入の促進

省エネ対策（省エネ設備導入・建物の断熱化等）の促進

脱炭素化に関する情報の提供

次世代自動車（ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車等）の導

入促進

【質問】貴事業所が脱炭素化を進める上で、特に行政に期待する施策を選んでくだ

さい。（３つまで回答可）  
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第５章 本市の温室効果ガス排出量の状況 

 

１  温室効果ガス排出量の現状  

 本市の温室効果ガス排出量は、東日本大震災後の火力発電所の稼働増に伴い、電

気 の 排出 係数 が大 きく 上 昇 した 平成 ２５ （2013）年 度以 降 、人口 減 少等 の影 響 も

あり、減少傾向にあります。  

なお、排出量は、環境省「 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 マ ニ ュ

アル（算定手法編）」に示された手法により算定しています。  

 

 

 

図 5-1 洲本市内の温室効果ガス排出量の推移（単位：千トン-CO 2 ）  
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▶  令 和 ３ （2021 ） 年 度に お け る 排 出量 は 232 千ト ン -CO 2 で 、平 成 25

（2013 ）年度比で 40.8％減、本計画の基準年度である令和元（2019 ）

年度比で８．３％減となっています。  

▶  部門別では、以前は最も排出量が多かった産業部門の削減が進み、平成２

８（2016）年度以降は運輸部門の排出が最も多くなっています。  

▶  主な減少要因と しては、電気の二酸化炭素排出係数の低減、人口減少、経

済活動の鈍化（製造品出荷額の減少等）が挙げられます。  
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表 5-1 令和３（２０２１）年度の温室効果ガス排出量の内訳（単位：千トン-CO 2 ）  
 

分野等  
２０１３年度  

（参考値）  

2021 年度  

（直近年度）  

２０２１年度  

排出割合  
削減率  

（ 2 0 1 3 年 度 比 ）  

産業

分野  

製造業  125  ５０  ２2％  △60%  

建設業・鉱業  3  ２  1％  △25%  

農林水産業  11  １２  ５％  +13％  

小  計  138  ６5  ２8％  △53％  

業務その他部門  83  ４６  ２０％  △44％  

家庭部門  64  ３５  １５％  △45％  

運輸

部門  

旅客自動車  49  ３7  １6％  △25％  

貨物自動車  48  ４1  １8％  △16％  

船  舶  3  ２  1％  △35％  

小  計  100  80  ３４％  △21％  

廃棄物分野  7  ６  3％  △10％  

合  計  392  ２３２  （100％）  △41％  

 

図 5-2 全国（左）及び洲本市（右）における部門別排出割合の比較  

 

 
 

表 5-2 減少要因と推測される指標の推移  
 

 ２０１３年度  2021 年度  増減率  

電気排出係数  

（k g - C O 2 / k Wh）  
0.516  0.311  △40%  

人口  ４６，７３２人  ４２，０６４人  △１０％  

製造品出荷額  ７２７億円  ４２２億円  △42％  

 

 

洲本市排出量

２３．２万トン
（２０２１年度）

産業

44%

業務

19%

家庭

16%

運輸

19%

廃棄物

2%
産業

28%

業務

20%家庭

15%

運輸

34%

廃棄物

3%

全国排出量

１１．７億トン
（２０２１年度）

■ 主な課題  

▶  排出量に占める割合が高く、削減が進んでいない運輸部門の対策強化  

▶  排出量が減少していない農林水産業の対策強化  

▶  産業部門よりも排出量の多い民生部門（家庭部門＋業務その他部門）も含

めて、全方位的に対策を講じることも重要  
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 ポイント１  運輸部門の対策強化   

▶  本市における自動車への高い依存度は 、運輸部門における温室効果ガス の

排出の要因となっています。  

▶  アンケ ートでも市民ニーズの高かった公共交通機関の充実や、 徒歩・自転車

の利用促進、電気自動車等の次世代自動車の普及促進 （充電施設等のインフ

ラ整備含む）により、運輸部門における温室効果ガス排出量を削減すること

が求められます。  

 ポイント２  民生部門の対策強化   

▶  本市では、大規模な工場が少ないことから、産業部門の割合が低く、 民生部

門（家庭部門＋業務その他部門）の割合の方が高くなっています。  

▶  本市の温室効果ガス排出量を大きく削減するためには、市民のライフスタイ

ルやオフィスのビジネススタイルに変革を促すとともに、省エネ化・再エネ化

を促進するなど、民生部門における取り組みの推進が求められます。  
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２  温室効果ガス排出量の将来推計  

（１）本市の将来の社会・経済の想定  

本市の温室効果ガス排出量の将来推計を行うために、温室効果ガス排出量の増

減に関係性のある社会・経済指標を選定し、将来の社会・経済指標を予測しました。

指標としては、例えば、産業部門のうち製造業では製造品出荷額、業務部門では従

業員数、家庭部門では世帯数、運輸部門のうち自動車では保有台数等を設定しまし

た。  

温 室効 果ガス 排出量の 増減 に関 係性の ある 社 会・経 済指 標 の将 来予 測 は 、環 境

省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 マニュアル（算定手法編）」に示

された手法に則り、過去の当該指標の動向等を踏まえて、自然対数近似式等による

推計（人口は新洲本市総合計画（後期基本計画）に基づく人口ビジョンを引用）を行

いました。  

 

表 5-3 温室効果ガス排出量の増減に関係性のある社会・経済指標の将来予測  
 

部門・分野  指  標  
２０２１年度  

（実  績）  

20３５年度  

（推計値）  
減少率  

製造業  製造品出荷額  ４２２億円  １８１億円  57％  

建設業・鉱業  従業員数  １，１３２人  ９２６人  １８％  

農林水産業  農林業経営体数  １，３０７経営体  ８６９経営体  ３４％  

業務その他部門  従業員数  １６，１７５人  １５，４８１人  ４％  

家庭部門  世帯数  ２０，２２４世帯  １８，７６２世帯  ７％  

旅客自動車  自動車保有台数  ２６，８４２台  １９，２５９台  ２８％  

貨物自動車  自動車保有台数  ８，９９７台  ８，３９６台  ７％  

船  舶  入港船舶トン数  ３６９，４６６ｔ  ２６５，８４３ｔ  ２８％  

廃棄物分野  人口  ４２，０６４人  ３４，９１２人  １７％  

 

（２）温室効果ガス排出量の将来推計の結果  

① 現状趨勢
すうせ い

ケース（何も対策を講じない場合）  

削減目標の設定に先立ち、今後、追加的な対策を行わないで、現状のまま推移す

る場合（現状趨勢ケース＝BAU）の排出量の将来推計を行いました。  

具体的な方法としては、２（１）で示す指標の将来の推計値をもとに、将来の温室

効果ガスの排出量を推計しました。  

推計結果は図 5-3 のとおりで、目標年度である令和 12（2035）年度の温室効

果ガス排出量は 180 千トン-CO2 であり、基準年度である令和元（２０１９）年度と

比較して、73 千トン-CO 2 （△29％）減少する見込みとなりました。  

部門別にみると、表 5-4 のとおり、産業部門の減少率が 54％と最も高く、主要

４部門（廃棄物部門除く）の中で最も排出量が少なくなっています。  
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図 5-3 自然趨勢（BAU）ケースによる排出量の将来推計 （単位：千トン-CO 2 ）  

 

 

表 5-4 自然趨勢（BAU）ケースによる 2035 年度の排出量 （単位：千 トン-CO 2 ）  
 

部  門  
令和元年度  

（20１９年度）  
基準年度  

令和 17 年度  
（20３５年度）  

目標年度  
増減率  

産業部門  ６８．５  31.5  △54％  

業務その他部門  ５０．６  44.4  △12％  

家庭部門  ３９．４  32.6  △17％  

運輸部門  ８８．１  65.9  △25％  

廃棄物部門  ６．３  5.1  △19％  

合  計  ２５２．９  179.6  △29％  

 

３  森林吸収量の試算  

本市の森林吸収量については、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策

定・実施マニュアル（算定手法編） 」に示された「 森林全体の炭素蓄積変化 を推計す

る手法」により推計しました。  

具体的には、兵庫県林業統計書に示された各年度における市町村別の森林蓄積

量（ｍ ３ ）をもとに年平均の森林蓄積量を試算し、さらに、林野庁が示す炭素蓄積量

に換算するための各種係数を用いて、二酸化炭素量に換算しました。  

算定の結果、本市における年間の森林吸収量は、15 千トン-CO2 となりました。  
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第６章 再生可能エネルギーの導入状況等 

 

１  再生可能エネルギーの種類・特徴  

再生可能エネルギーとは、石油、石炭、天然 ガス などの有限な資源である化石エ

ネルギーとは違い、太陽光、風力、水力などの自然界に常に存在し、枯渇せず、どこ

にでも存在し、二酸化炭素を排出しないエネルギーのことです。  

主な再生可能エネルギーの種類等は以下のとおりです。  

 

図 6-1 再生可能エネルギーの種類・特徴  

種  類         発電方法等               特  徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

太陽の光を利用して、

ソーラーパネルを用

いて行う発電方法  

太陽光発電  
 

 

風の力を利用して風

車を回して行う発電

方法  

管理者が常駐する必要がない長所があり

ます。一方で、発電量が天候に左右される

という課題があります。  

風力発電  
 
 
 

管理者が常駐する必要がない長所があり

ます。一方で、発電量は風況に左右される

ことや導入には音や景観に配慮する必要

があります。  

水が高い所から低い

所へ流れる力を利用

して水車を回して行

う発電方法  

水力発電  

 

 

昼夜問わず発電できる長所があります。一

方、環境影響の考慮や水利権の調整など

の課題があります。  

 

 

 

木材や食 品残 さ等 の

バイオマスを原料 とし

て行う発電 方法  

昼夜問 わ ず発 電できる 長所が あります。 一

方、資源 が広 い地 域に 分散している ため、

収集・運 搬・管理にコ ストがか かる という課

題が あり ます。  

昼夜問 わ ず利 用できる 長所が あります。 一

方、採掘 工事が必要になります ので、 導入

にコスト がかかる という 課題が あります。  

地中熱利用  

 

 

年中一 定の 温度 である

地中や地 下水 の特徴

を利 用して効率 的に熱

エネルギ ーを利用  

海の温 度差、 波の 上下

動、潮の 満ち引 き、 海

流等の エ ネルギー を用

いる発電 方法  

エネルギ ー源が 無尽 蔵 にあり、 さらに 荒 天

などの気 象条 件に強く、 安定的 な電力供 給

が見込 めるこ と から、 研 究が進 められてい

ます。  
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２  再生可能エネルギーの導入状況  

本市の再生可能エネルギーの導入実績は、「再生可能エネルギー電気の利用の促

進 に 関す る 特別措 置法 」 にお け る再 生可 能 エネ ル ギー 発電 設備に つ いて 公表 さ れ

た導入状況により推計しました。  

 図 6-2 のとおり、令和４（2022）年度実績で、再生可能エネルギーによる発電

量 は 102GWh で あ り 、 直 近 ８ 年 間 で 1.9 倍 に 増 加 し て い ま す 。 ま た 、 令 和 ４

（2022）年度における洲本市内の電力使用量は 218GWh であり、電力使用量の

４７％に相当する量を再生可能エネルギーにより発電していることになります。  

 なお、表 6-1 のとおり、市内の再生可能エネルギーの大半は太陽光発電となって

います。  

 

図 6-2 再エネの発電電力量（左軸：棒グラフ）と自給率（右軸：折れ線）の推移  

 

（出所）自治体カルテ  

 

表 6-1 再生可能エネルギーの導入実績（令和５年３月末時点）  
  

種  類  規模等  累計導入実績  年間発電量  

太陽光発電  

10kW 未満  7,385 kW  8.8 GWh  

10kW 以上  67,746 kW  89.6 GWh  

小  計  75,131  kW   98.5 GWh  

風力発電※  1,500 kW  3.3 GWh  

中小水力発電  16 kW  0.0 GWh  

合  計  76,647 kW  101.8 GWh  

※  五色地区に設置されていたクリーンエネルギー五色風力発電は令和５（２０２３）

年度に廃止・撤去済みで、現在、市内に風力発電は存在しません 。  

（出所）自治体カルテ  
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３  再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  

 再生可能エネルギー の導入目標については、２で示した再生可能エネルギーの導

入量に加えて、種類別の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを踏まえて設定す

る必要があります。  

そこで、本市における再生可能エネルギーの導入ポテンシャル について、環境省

が公表する「REPOS（再生可能エネルギー情報提供シス テム）」等をもとに推計し

ました。結果は表 6-2 のとおりです。  

 

表 6-2 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  
  

種  類  区  分  ポテンシャル  推計方法  

太陽光  

建
物  

住宅  82.1  MW  REPOS×（１-空き家率） 

公共施設・病院・学校等  9.6 MW  REPOS のとおり  

その他建築物  149.9 MW  REPOS のとおり  

小  計  241.6 MW  -  

土
地  

荒廃農地 ※ １  50.0 MW  REPOS のとおり  

ため池  6.8 MW  独自試算 ※ ２  

小  計  56.8 MW  -  

合  計  298.4 MW  -  

風  力  147.6 MW  REPOS のとおり  

中小水力  0.1  MW  REPOS のとおり  

バイオマス  

木質系（未利用材等）  0.2 MW  独自試算 ※ 3  

生活系（下水汚泥等）  0.6 MW  独自試算 ※ 3  

畜産系（家畜糞尿等）  1 .2 MW  独自試算 ※ 3  

小  計  2.0 MW  -  

 

※ １  荒 廃農 地 のう ち、 農 地 とし ての 再生 利用が 困 難 な土 地 （ 原野 化 し てい る 等 ） に限

定してポテンシャルを試算しています。なお、営農を行っている耕地（田畑）について

も、営農型太陽光発電システムの導入余地はありますが、今回のポテンシャルにはカ

ウントしていません。  

※ ２  農 林 水 産 省 の た め 池 防 災 支 援 シス テ ム に 登 録 さ れ て い る 農 業 用 た め 池 （ 令 和 ５

（２０２３）年３月末時点）のうち、満水面積 1,000m 2 以上のものを抽出の上、導入

ポテンシャルを試算しています。  

※ ３  バ イ オ マ ス の 導 入 ポ テ ン シャ ル は 、 ① 木 質 系 につ い ては 、 人 工 林 を 対 象 に主 伐 ・

間伐後に林地に残置された未利用材の賦存量から推計、②生活系 については、生ご

み 、 下 水 汚 泥 及 びし 尿の 発 生 量 か ら バイ オ ガス の 発 生 量 を 試 算し た上 で ガ ス エン ジ

ン に よる発 電 ポ テン シャ ル を 推 計、 ③ 畜産 系 につ い ては 、 乳用 牛 及び 肉 用 牛の 糞 尿

発生量を試算した上で、バイオガスによる発電ポテンシャルを推計しています。  
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再生可能エネルギーは、同じ発電能力（＝出力：単位は kW など）でも、対象とす

るエネルギーによって稼働率が異なるため、 発電できる電力量は変わってきます。

例えば、同じ 10kW の発電能力でも、標準的な設備稼働率において、太陽光発電

の年間発電量は 14,000kWh 程度（設備稼働率：16.2%前提）、小水力発電の年

間発電量は 22,000kWh 程度（設備稼働率：24.8%前提）となります。  

そこで、エネルギー源の種類ごとに発電量 ベースに置き換えた上で、再生可能エ

ネルギーの導入ポテンシャルの割合を推計しました。  

表 6-3 のとおり、発電量ベースのポテンシャルの総量は 751GWh となり、現

在の電力使用量の３．４倍のポテンシャルを有しています。また、現在の再エネ発電

量は１０２GWｈであり、ポテンシャルの１４％程度を使っていることになります。  

なお、種別では、最も発電ポテンシャル が高いのが太陽光（建物） で、ポテンシャ

ルの 46％を占めており、次いで高いのが風力の４３％となっています。バイオマス、

中小水力のポテンシャルは相対的に低くなっています。  

 

表 6-3 発電量ベースでの再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  
  

種  別  出力ベース  発電量ベース  比  率  

太陽光（建物）  242 MW  ３４２ GWh  46%  

太陽光（土地）  57 MW  81 GWh  11%  

風 力  148 MW   321 GWh  43%  

中小水力  0.1  MW  1 GWh  0.1%未満  

バイオマス  2 MW  6 GWh  0.1％  

合  計  751 GWh  -  
  

【参考】再エネ発電量（2022 年度）  102 GWh  -  

【参考】電力使用量（2022 年度）  218 GWh  -  

 

図 6-３ 主な再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの分布  

 

（出所）環境省「REPOS」  

建物系の太陽光発電導入ポテンシャル 土地系の太陽光発電導入ポテンシャル 陸上風力発電の導入ポテンシャル
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（写真）産学官連携により洲本市内のため池上に設置された太陽光発電設備  

 

 太陽光発電のポテンシャルの特徴と導入方針     

▶  太陽光（建物 ）は最 も ポテ ンシャルが高 く、 引き続き屋 根上への 太陽光導入

の促進を図ることが重要と考えています。  

▶  また、軽くて柔軟性に優れ、設置場所の大幅な拡大が期待できるペロブスカ

イト太陽電池の実用化により、さらなる建築物への導入量の拡大が期待され

ています。  

▶  地域的には、建物系は中心市街地に集中、土地系は大野地区・中川原地区・

鮎原地区・堺地区・鳥飼地区などの農業が盛んな地域に集中 しています。  

▶  土地系については、山間地域等への乱開発の抑制や、住環境・ 景観等へ十分

に配慮した上で、導入を検討する必要があります。  

▶  なお、「兵庫県太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例」に基づ

き、災害危険区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害

特別警戒区域には、原則、太陽光発電設備は設置できま せん 。さらに、 事業

区 域 の 面積 が ５ ， ０ ００ ㎡ 以 上か つ 民有 林で ３ ， ０ ００ ㎡ を超 え る 切 土 ・ 盛土

を行う場合は、県の許可が必要と な り、景観と の調和、防災上の措置、安全

性 の 確保 、 自然 環境の 保 全 、廃 止後 に おい て 行う 措置 及びそ の 他 の事 項 に

関する施設基準を満たすほか、関連法令等の事前手続や近隣関係者への説

明が必要となります。  

▶  ま た、太陽光パネルの寿命は約 ２０～３０ 年程度であり、 ２０３０年代後半に

はそ の排出量が顕著に増加すると 想定されている中で、適切な撤去や設備

のリユース・リサイクルの早急な仕組みづくりが課題となっています。  
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図 6-4 市内の送電線の空き容量の状況  

 

（出所）関西 電力 送配電 株式会 社公 表資 料 をも とに 作成  

 

 

 風力発電のポテンシャルの特徴と導入方針     

▶  陸上風力のポテンシャルは、南部（鮎屋地区・千草地区・由良地区等）に集中

しています。  

▶  風況条件と して、 7m/s 以上が適地とされている中、柏原山山頂（南側）に

は風速 8m/s を超えるエリアも存在しますが、導入に向けては、景観・生態

系保全の観点や、搬入路（荷揚げ港～事業地）の確保等の 課題をクリアする

必要があります。  

▶  ま た 、 風 況 の い い 南 部 エ リ ア は 、 送 電 線 の 空 き 容 量 に 制 約 が あ る こ と か ら

（下図参照）、現時点では大規模な再エネ電源の開発は難しいと思慮します。  

 中小水力発電のポテンシャルの特徴と導入方針     

▶  本市の河川は、中小水力発電を設置に適した流量及び落差を有する地点が

少なく、中小水力発電のポテンシャルは低くなっています。  

▶  な お 、 中 小 水 力 の 導 入 箇 所 は 、 今 回 の 調査 で 対 象 と し て い る河 川 や 農 業 用

水路だけでなく、他の自治体では上下水道施設等への導入事例もあります。  

 バイオマス発電のポテンシャルの特徴と導入方針     

▶  本市は、木質系（未利用材等） 、生活系（下水汚泥等） 、畜産系（家畜糞尿等）

の各バイオマス 資源は少なく 、バイオマス 発電の実用化に 向け ては燃料（バ

イオガス等）の確保と導入コストが課題となります。  

▶  近年、これま で別々に処理されていた生ごみ・下水汚泥・し尿浄化槽汚泥等

を集約してメタン発 酵処理する「 複合バイ オガス 発電」の導入事例が増え て

いま す。導入コス ト等の課題もありま すが、ごみ減量化にも資する取組であ

り、民間事業者と連携して検討を進めます。  
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第７章 カーボンニュートラルの実現に向けて 

 

１  2050 年カーボンニュートラルに向けたアプローチ  

本計画の目標年度である令和 1７(203５)年度までの 10 年間で、徹底した省

エネルギーの推進や、市域におけるポテンシャルを有効活用した再生可能エネルギ

ーの導入を推進します。令和 1７(203５)年度以降は、更なる取組を推進するとと

もに、新たな技術革新やその導入により、2050 年のカーボンニュートラルの実現

を目指します。  

2050 年度時点において、省エネルギーの推進と再生可能エネルギーの導入を

推進しても、どうしても削減できない二酸化炭素排出量については、森林による二

酸化炭素吸収量等 により 相殺することで、2050 年カーボンニュートラ ル の実現

を目指します。  

 

 

２  省エネ推進シナリオ  

（Step１）省エネルギー対策の推進  

アンケート結果等を踏まえて、省エネルギー対策について各種取組を実施した場

合の削減効果を試算した結果、令和 1７(203５)年度における排出量は、自然趨勢

（BAU ケース）から 22 千トン-CO 2 減少し、158 千トン-CO 2 となり、令和元

（2019）年度比で 37％減の見通しとなりました。  

（Step２）電気排出係数の低減  

さらに、電気の排出係数の影響について、国の新たなエネルギー基本計画に基づ

き、令和 1７(203５)年度には 0.20kg-CO 2 /kWh ※ まで減少する想定で試算

すると、さらに２7 千トン-CO 2 減少し 131 千トン-CO 2 となり、令和元（2019）

年度比で 48％減の見通しとなりました。  

※  「第７次エネルギー基本計画」の令和 22（2040 ）年度の電源構成の見通しから試

算される電気排出係数と、「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し」に基づ

く令和 12（2030 ）年度の電気排出係数をもとに、本市にて推計したものです。  

■ カーボンニュートラルに向けたアプローチ（考え方）  

  ❶  徹底的な省エネルギー化によるエネルギー使用量の低減（電化含む）  

  ❷  再生可能エネルギーの最大限の導入（周辺環境への配慮が前提）  

  ❸  森林保全等による二酸化炭素吸収量の確保  
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表 7-1 省エネ推進シナリオにおける 2035 年度の排出量（単位：千トン-CO 2 ）  
 

部  門  
令和元年度  

（20１９年度）  
基準年度  

令和 17 年度（20３５年度）  
増減率  

BAU  Step１  Step2  

産業  ６８．５  31.5  25.2  23.1  △66％  

業務その他  ５０．６  44.4  40.4  25.1  △50％  

家庭  ３９．４  32.6  30.5  20.6  △48％  

運輸  ８８．１  65.9  57.6  57.6  △35％  

廃棄物  ６．３  5.1  5.1  5.1  △19％  

合  計  ２５２．９  179.6  158.8  131.5  △48％  

 

図 7-1 省エネ推進シナリオ等による削減イメージ （単位：千トン- CO 2 ）  

 

３  再生可能エネルギーの導入目標  

上述の Step１，２で示した省エネルギー対策の推進及び電気排出係数の低減だ

け で は 、 令 和 1７(203５)年 度 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は 令 和 元 （2019） 年 度 比

48％減となります。加えて、再生可能エネルギーの導入拡大を進めることで、温室

効果ガス排出量の削減量のさらなる削減を目指します。  

再生可能エネルギーの導入量の目標設定の考え方は以下のとおりとします。  

 

0

100

200

300

2019年度

（基準年度）

2035年度

＜BAU＞

2035年度

Step１

＜省エネケース＞

2035年度

Step２

＜係数低減ケース＞

廃棄物

運輸

家庭

業務

産業

▲48％▲37％▲29％

■ 再生可能エネルギーの導入量の目標設定の考え方  

➔再生可能エネルギーによる電力自給率１００％を目指し、73GWh
の追加導入を目標とします。  
 

▶  自然趨勢（BAU ）ケースにおける令和 1７ (203５ )年度の電気使用量（約

１７２GWh）を賄える量の再生可能エネルギーの導入を目指します。  

▶  現状、本市の再生可能エネルギーの発電量は 99GWh（撤去済みの風力発

電除く）ですが、さらに７３GWｈ分の導入拡大が必要となります。  

▶  これは、太陽光発電に置き換え ると 、約５６ MW （現状、市内の太陽光発電

は７５MW）となります。  
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図 7-2 再生可能エネルギーの導入目標の考え方のイメージ図  

 

４  脱炭素シナリオ  

（Step３）再生可能エネルギー導入ケース  

前項３で示す再生可能エネルギーの追加的な導入（＋７３GWｈ）を行った場合の

シナリオを試算します。また、本シナリオには、森林による二酸化炭素の吸収量（第

５章第３項参照）も加味することとします。  

結果は図 7-3 のとおりで、再生可能エネルギーの導入による削減量 14.6 千ト

ン-CO 2 と森林吸収量 15.0 千トン-CO2 を差し引くと、脱炭素シナリオにおける

令和 1７(203５)年度の温室効果ガス排出量は 102 千トン-CO 2 となり、基準年

度の令和元（2019）年度と比較して 59.7％の削減となりました。  

 

図 7-3 脱炭素シナリオによる削減イメージ（単位：千トン- CO 2 ）  
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５  温室効果ガス排出量の目標設定  

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が令和５（2023）年 3 月に公表した第

6 次評価報告書（AR6）統合報告書によると、産業革命以前に比べて世界の平均気

温の上昇を 1.5℃以内に抑えるためには、世界全体の温室効果ガス排出量を令和

元（2019）年比で令和１７（2035）年に 60%削減する必要があると示されまし

た。また、同年７月に開催された G7 広島サミットの共同声明においても、「2035

年までに約 60％削減することの緊急性が高まっていることを強調する」と明記さ

れ、IPCC の呼びかけに応える姿勢が示されました。  

こうした世界的な動きに加え、前項４で示した本市における脱炭素シナリオの試

算結果も踏まえて、本計画における温室効果ガス排出量の目標は次のとおりとしま

す。  

 

 

 

  

  

令和 17（2035）年度の温室効果ガス排出量の目標  

令和元（2019）年度比で６０％削減することを目指します。  

 

※  本目標は、国の地球温暖化対策計画の基準年度である平成 ２５（２０１３ ）

年度比に置き換えると「７４．２％削減」となります 。  
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６  本市の目指す将来像  

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、特に今後の 10 年間の取組が

重要になります。そのためには、行政と市民・事業者・NPO 団体などあらゆる主体

が連携して、この重要な課題に取り組んでいく必要があります。  

これまでも、市民のライフスタイル、 事業者のビジネスス タイルは、少しずつ環境

に配慮したものに変わってきています。その 変革のス ピードを上げて、本市の新し

い「あたりまえ 」なライフス タイル・ビジネススタイル を、市民、事業者 の皆さまとい

っしょに作っていきます。  

それは、本市の豊かな海・山等の自然を守り育て、さらに農林水産業の持続的な

発展にも繋がります。  

 

 

暮らしの中でコツコツと 地球に優しく・選ばれる企業に

海・森の自然の恵みを育んで にぎわいのある安心･安全なまちへ

すもとの新しい「あたりまえ」をつくっていこう
～洲本の豊かな自然を守り・育てるために～

地球のためのちょっとした工夫が「あたりまえ」になれば未来は変わります。

難しいものはひとつもありません。

洲本の、そして地球の美しい自然や生態系を守るために、できることを

あたえまえにやる、そんな世の中をいっしょにつくってきましょう。

 楽しい気持ちで、 我慢せずに継続でき
る脱炭素アクションを通じて、気候変動
対策と生活の質の両立を図ります。

 市民が地球にやさしい生活を送りなが
ら、誰ひとり取り残されることなく、誰も
が豊かにいきいきと健康・快適に暮らせ
る洲本にします。

 洲本の魅力である豊かな海・森の恵み
を享受し、子どもたちは健やかに成長し
ます。

 人々の暮らしと自然生態系が共存しつ
つ、経済が発展する洲本にします。

 民間企業も含め、様々な主体がそれぞ
れの役割を果たすとともに、 協力しなが
ら一緒にまち全体に対策を広げます。

 洲本の経済の屋台骨である中小企業も
脱炭素経営を通じて、選ばれる企業に
成長します。

 豊かな自然を活かした体験や、新鮮な
地元食材を活かした食の魅力などによ
り、多くの方でにぎわう洲本にします。

 再生可能エネルギーを活用した災害レ
ジリエンスの強化やグリーンインフラ等
の自然の力を活用した災害に向き合う
安心・安全な洲本にします。
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第８章 目標達成に向けた施策 

 

１  施策体系  

将来像の実現に向けた施策体系を以下に示します。６つの基本方針に沿って、対

策・施策を進めていきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の 基本 方針に沿 い 、目標達 成に向け た取組 を行う ための ６０の アクションプラン を

定めました。 取組に つい ては、行 政と市 民・事 業 者等 あらゆる 主体 が連 携して取り 組ん で

いく必要 がありま す。  

６０の アクシ ョン プラン のうち、   について は  

  比較的取り組みやすく、一人ひとりが実行しやすいもの  

  幅広く市民や事業者等の方々が取り組みに参加できるもの  

  継続して取り組むことで温室効果ガス削減以外の波及効果にも一定の成果が 期待

できるもの  

として、重点 的に取 り組 みを行う施 策として い ます。  

 

 

省エネルギー対

策の推進  
省エネ  

① 市民の省エネ行動の促進  

② 事業者の脱炭素経営の促進  

③ 住宅・建築物の省エネ化の促進  

 
基  本  方  針  内  容  

再生可能エネル

ギーの導入拡大  
再エネ  

① 太陽光発電の導入促進  

② 市民・事業者の再エネ電気の導入促進  

③ 多様な再生可能エネルギーの導入促進  

環境に配慮した

まちづくり  
 

① まちの緑化や森林・藻場の保全の推進  

② 交通手段の脱炭素化の推進  

③ 環境に配慮した農業・漁業・観光業の推進  

循環型社会の形

成  
資源循環  

① ごみの減量・リサイクルの促進  

② 食品ロスの低減・再資源化の促進  

③ 環境に優しい素材・商品の選択の促進  

次世代を担う子

どもたちの育成  
教 育  

① 体験型の環境学習の場の提供  

② 地域や事業者と連携した人づくり  

③ 「食育」などによる地元への愛着の醸成  

地域課題の解決

との両立  
 

① 脱炭素化を通じた地域の“にぎわい”創出  

② ｢こころ｣も｢からだ｣も健やかな社会の実現  

③ 市民生活における安心・安全の確保  
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２  具体的施策  

（１）省エネルギー対策の推進  

①市民の省エネ行動の促進  

省エネとは「我慢すること」だと思っていませんか？  

環 境省は 、我 慢す るの では なく 、 豊 かで環境 に もや さし い 暮らし を めざ す「 脱 炭

素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」（通称デコ活）を展開しています。

ご家族で楽しみながら省エネを実践し、地球に優しく、快適で健康なライフスタイル

への転換を図りましょう。  

 

＜具体的な施策＞  

 1  見える化（うちエコ診断など）を通した気づき・行動の実践  

○  「うちエコ診断士」が専用のソフトを使って、無料で各家庭に合わせた脱炭

素に向け た削減対策 を提案し 、 併せ て、光 熱費の節約術も 伝え ること によ

り、市民の脱炭素に向けた商品の選択や行動等を促進します 。  

○  さらには、HEMS などの電力やガスの見える化システムの導入を促進し、

二酸化炭素が多く排出されている機器の把握を通して、さらなる脱炭素行

動を推進します。  

 ２  脱炭素ポイントの導入等による行動変容を通じた市民運動の推進  

○  徒歩・自転車による移動など日常生活 でのエコアクションでポイントが貯ま

る 仕 組 み （ ア プ リ 等 ） を 利 用 し 、 市 民 の 脱 炭 素 行 動 を 促 進 し ま す 。 こ う し た

取組は、市民の健康増進にもつながります。  

 3  事業者と連携した省エネ家電の買替促進  

○  家庭における CO 2 排出量の半分は家電製品と照明が占めています。冷蔵

庫や照明などは、省エネ機器に買い替え ると すぐに省エネ効果が表れま す。

電機商業組合や家電量販店などと連携して、キャンペーン等を通じて市民

の省エネ家電の買替を啓発します。  

 

 

主な施策・事業  

 1  見える化（うちエコ診断など）を通した気づき・行動の実践  

 2  脱炭素ポイントの導入等による行動変容を通じた市民運動の推進  

 3  事業者と連携した省エネ家電の買替促進  

 4  宅配便の再配達の削減に向けた取組推進  

 5  様々な主体と連携した省エネに関する環境教育の拡充  
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 ４  宅配便の再配達の削減に向けた取組推進  

○  近年、ネット通販利用の増加に伴い宅配による温室効果ガスの排出量が増

加し、また、物流業界のドライバー不足や長時間労働の一因にもなっていま

す 。 公 共 施 設等 へ のオ ー プ ン型 宅 配ボ ック ス の設 置 や 、 置き 配バ ッ グ の 購

入促進等を通じて、再配達に伴う温室効果ガスの排出抑制を推進します。  
 

（写真：左）市内のスーパーマーケットに設置されたオープン型宅配ボックス  

（写真：右）環境省「デコ活」でも推奨されている置き配バッグの一例  

  

 5  様々な主体と連携した省エネに関する環境教育の拡充  

○  兵庫県地球温暖化防止活動推進センターや市内の環境 NPO 等と連携し、

環境省が推奨す る「デ コ活アクション」等の 省エネ行動の普及・浸 透を図り

ます。  

 

  
うちエコ診断を受診してみませんか？  

兵庫県では、家庭での省エネや節電の取組について、専門知識 を持った診断

士（環境省認定）に取 組によるコス トや経 済 的メリット を含め て無 料でアドバイ

スしてもらえる「うちエコ診断」を実施しています。受診いただいた方には、省エ

ネ ･節電のための アイデア が満載の冊子もお渡しされます。これ までに、うち エ

コ診断を受診した洲本市内の家庭では、30％程度ものエネルギー 使用量の低

減効果が確認されています。  

各 家庭のラ イフス タイル に合 わせ たオー ダー メイド の省エネ ・CO 2 削減 対策

を提案いただけますので、是非一度診断をご検討下さい。  

（写真）うちエコ診断の様子（左）と診断結果の一例（中・右）  

  

（出所）兵庫県ウェブサイト  
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「デコ活」に取り組んでみませんか？  

環 境 省 が 推 奨 す る 「 デコ 活 」 と は 、2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー トラ ル 及 び 令 和

12（2030）年度削減目標の実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフス

タイル変革を強力に後押しするための取組です。  

例え ば、次世代自動車や省エネルギー家電に買い換え る、省エネルギー住宅

を建てる、公共交通 機関 を利用するなど の ラ イフス タイル の変革を提案し後押

ししています。  

私たちが、生活の中でちょっとした工夫をしながら、無駄をなくし、環境負荷

の低い製品・サービスを選択することで、ライフスタイルに起因する CO 2 削減

に大きく貢献することができます。  

新たな国民運動では、衣食住にわたる国民の将来の暮らしの全体像「脱炭素

につながる新しい豊かな暮らしの 10 年後」が示されています。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 向 け て は 、 市 民 の 皆 さ ま 一 人 ひ と り の 「 デ コ

活」が重要となります。  

 

（出所）環境省「デコ活」ウェブサイト  

     （こちらの QR コードからアクセスできます）  
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②事業者の脱炭素経営の促進  

事業者には、脱炭素経営 に取り組み、また、 脱炭素を事業成長として捉え ること

が求められます。脱炭素経営により、新たな事業機会の獲得や、金融機関からの有

利な資金調達につな がることもあり ます 。 また、 脱炭素経営は 金銭的なメリット だ

けでなく、社員のモチベーション向上や人材獲得を通じて、企業活動の持続可能性

向上をもたらします。「選ばれる企業」を目指す脱炭素経営を啓発します。  

 

＜具体的な施策＞  

 6  地域金融機関・商工会議所等と連携した中小企業への脱炭素経営の促進  

○  地域金融機関と連携して、セミナ ーの開催等により、市内の中小企業への脱

炭素経営の促進（取組の必要性に対する理解醸成）を図ります。  

○  また、行政による補助金、金融機関による低金利融資など、一体的な金融的

支援を実施しま す。 さらに、中小企業と 地域金融機関によるサス テ ナ ブルフ

ァイナンスの組成を推進します。  

 7  中小企業向けの排出量の可視化や省エネルギー診断受診の支援  

○  CO 2 排出量の把握が十分に進んでいない事業者が多いことから、脱炭素に

向けた取組の第一歩として、事業者による CO 2 排出量を見える化し、削減対

策の検討に向けた取組を促進します。  

○  脱炭素に向けた取組が十分に進んでいない中小事業者に対して光熱費等の

コス トカ ットにもつながる省エネルギー診 断の実施を働きかけ 、 課題の洗い

出しを促進します。  

 8  中小企業向けの高効率機器や再エネ設備の導入支援  

○  排 出 量 の 可 視 化 や 省 エ ネ ル ギ ー 診 断 で 浮 か び 上 が っ て き た 課 題 に つ い て 、

国 の 補 助 事 業 や 地 域金 融 機 関 の 融 資 メニュ ー （ 洲 本 市 中 小 企 業 融 資 制 度 を

含む）等を情報提供しながら、具体的な設備投資等の対策を促します。  

 9  エコアクション 21 など環境認証システムの普及啓発  

○  環境認証システムの取得は、環境面だけでなく、経費の削減や生産性の向上

など経営面での改善効果も期待でき 、さらに外部機関からの認証のため、対

外的な PR にも活用できます。こうした効果が期待できるエコアクション 21

主な施策・事業  

 6  地域金融機関・商工会議所等と連携した中小企業への脱炭素経営の促進  

 7  中小企業向けの排出量の可視化や省エネルギー診断受診の支援  

 8  中小企業向けの高効率機器や再エネ設備の導入支援  

 9  エコアクション 21 など環境認証システムの普及啓発  

 10  脱炭素経営宣言事業者の認定・登録制度の創設  
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等の環境認証システムの普及啓発を行い、事業者の脱炭素経営を促進します。  

 10  脱炭素経営宣言事業者の認定・登録制度の創設  

○  事業者の脱炭素化の取組みを促進するため、本市独自の脱炭素経営宣言登

録制度を新たに創設し、地域の関係機関と連携して事業者における脱炭素経

営を支援します。  

 

 

  
CO2 排出量の「見える化」のすすめ  

近年、脱炭素経営 に取り組む企業が、取引先（ サプライヤ ー） にも削減目標の

設定や再エネ調達などによる CO 2 排出削減を要請する動きもあり、他社との

差別化やビジネスチャンス 獲得のためにも脱炭素経営に取り組む必要性が増し

ています。  

脱炭素化には、エネルギー消費量の削減や再生可能エネルギーの導入などが

考えられますが、まずは事業活動によってどれだけの温室効果ガスが排出され

て い る か 「 見 え る 化 」 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。 経 済 産 業 省 や 日 本 商 工 会 議 所 で

は、どなたでもダウンロード可能な CO 2 排出量の「見える化」ツールを公開して

います。  

脱炭素の第一歩として、次の方法で二酸化炭素排出量を把握  

してみましょう。（こちらの QR コードからアクセスできます）  

 

日本商工会議所が無料で提供する「CO 2 チェックシート」の入力画面  

 

（出所）日本商工会議所「CO 2 チェックシートご利用ガイド動画」  
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③住宅・建築物の省エネ化の促進  

本市では、市民が誰ひとり取り残されることなく、誰もが豊かにいきいきと暮ら

せる「まち」の実現を目指し、令和６（2024）年４月に「健幸すもと”いきいき”プラ

ン」を策定しました。 本計画では、基本理念として、「”こころ” も”からだ”もずっと

健 幸 な ま ち  す も と 」を 掲 げ てお り 、 その 実現 に 向 けて は 、住 宅環 境 の改 善も 重 要

と考えています。  

家の断熱・気密性能を高める「省エネリフォーム」は、体感温度が上がる・ヒートシ

ョ ッ クに なり にく い・ フ レイル予 防に つなが る・ カ ビが生え に くく な る・ 防 音効果 が

高くなるなど、快適なくらしや健康につながり 、住む人の生活に豊かさをもたらす

ことが期待されます。  

こうした考えのもと、本市では、健康で快適な省エネ住宅の普及を促進します。  

 

 

＜具体的な施策＞  

 11  空き家等を対象にした住宅の省エネリフォームの支援  

○  空き家の改修支援制度を新たに創設し、合わせて省エネリフォームの支援も

実施します。  

 12  国・県と連携した省エネ住宅化（ZEH 含む）の推進  

○  建築物省エネ法の改正により、令和７（ 2025 ）年度から、原則すべての新築

住宅に省エネ基準適合が義務付けられま す。既存の戸建住宅の省エネリフォ

ームについても、国や県の補助制度を活用し、推進することを検討します 。  

 
 

  

主な施策・事業  

 11  空き家等を対象にした住宅の省エネリフォームの支援  

 12  国・県等と連携した省エネ住宅化（ZEH 含む）の推進  

 13  地域金融機関が行う省エネ住宅化（ZEH 含む）の推進  

 14  建築物（オフィス等）の ZEB 化の推進  

 15  公共施設における率先した ZEB 化の推進  
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（写真）国土交通省の補助事業として実施する断熱施工実技研修会の様子  

 

      （出所）一般社団法人全国木造建設事業協会ウェブサイト  

 13  地域金融機関が行う省エネ住宅化（ZEH 含む）の推進  

○  地域金融機関が行う省エネリフォーム等を使途とする際の低金利融資の活用

を推進します。  

 14  建築物（オフィス等）の ZEB 化の推進  

○  ZEB 等の建築物の省エネ化による環境性能や事例の紹介、新築、改築時の

ZEB 化の際の国の補助事業の周知等を通じて、建築物の ZEB 化を推進し

ます。  

 15  公共施設における率先した ZEB 化の推進  

○  庁 舎 ・ 小 中 学 校 等 の 公 共 施 設 の 新 築 ・ 建 替 等 に お い て は 、 原 則 、 ZEB 

Ready 以上を目指します。  
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図 8-1 健康で快適な省エネ住宅へのリフォームの事例  

 

（出所）環境省「みんなでおうち快適化チャレンジ」  
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（２）再生可能エネルギーの導入拡大  

①太陽光発電の導入促進  

本市は、日照時間が長く、太陽光発電設備の導入に適した気候といえます。  

特に、屋根の上に設置する太陽光発電設備は、新たな開発等を伴わず、取り組み

やすい再生可能エネルギーの導入であることに加え、発電した電気を建物で利用す

ることが可能です。  

以上のことから、本市では、屋根の上への太陽光発電設備の導入を推進します。  

 

＜具体的な施策＞  

 16  太陽光発電設備の発電シミュレーションを活用した住宅等への導入促進  

○  市 民 が無 料 で利 用可能 な 発電 シミ ュ レ ーショ ン サ イト 等を 活用 した 太 陽 光

発電設備の導入促進を図ります。  

 17  太陽光発電設備・蓄電池の調達を促す新たな仕組みの検討  

○  県内の一部市町で実施している太陽光発電設備・蓄電池の共同購入の仕組

みの市内での実施について、県及び周辺市と連携して検討します。  

 18  地域金融機関と連携した住宅･事業所への太陽光発電設備等の導入推進  

○  地域金融機関と連携して、住宅及び事業所への太陽光発電設備や蓄電池等

の導入を使途とする際の低金利融資の活用を推進します。  

 19  うちエコ診断を契機とする太陽光発電導入の促進  

○  市 民 に 対 し て う ち エコ 診 断 の受 診 を促 し 、受 診 結 果 を もと に 、県 の 導 入支

援事業等も周知しながら太陽光発電設備の導入を促進します 。  

 20  公共施設における計画的な太陽光発電設備の導入  

○  公共施設において、新築時には太陽光発電設備の導入を検討するとともに、

既設の施設においても、築年数や導入可能量を試算した上で、計画的に導

入を進めます。  

 

主な施策・事業  

 16  太陽光発電設備の発電シミュレーションを活用した住宅等への導入促進  

 17  太陽光発電設備・蓄電池の調達を促す新たな仕組みの検討  

 18  地域金融機関と連携した住宅･事業所への太陽光発電設備等の導入推進  

 19  うちエコ診断を契機とする太陽光発電導入の促進  

 20  公共施設における計画的な太陽光発電設備の導入  
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たまねぎ生産にも自然のエネルギーを利用！  

出荷を待つたまねぎは、乾燥工程後の８月から数か月間、大型の乾燥冷蔵倉

庫に貯蔵されます。  

市内に設置されたたまねぎ倉庫では、乾燥用の除湿機が中央に置かれ、天井

のダクトにより全体に乾燥する仕組みを採用しています。乾燥時間を短縮し、リ

スクの少ない常温乾燥で、品質のよいたまねぎが安定出荷できるように設計さ

れています。また、冷蔵時期には天井の４基の冷凍機で、０℃に近い室温を保ち

ながら貯蔵管理を行っています。  

また、倉庫の屋根には太陽光発電設備（18kW）を設置し、冷蔵に必要なエネ

ルギーの一部に自然エネルギーを取り入れ、環境に配慮した倉庫となっていま

す。  

（写真）たまねぎ冷蔵倉庫内部（左）、太陽光パネルが設置された倉庫外観（右）  

 

（出所）JA 淡路日の出ウェブサイト  
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②市民・事業者による再エネ電気の需要創出  

再生可能エネルギーの発電設備は、これまで、 固定価格買取制度（再 エネ 設備で

発電された電気を電力会社が一定期間・一定価格で買い取る制度）による支援によ

り、普及が進んできました。今後、こうした支援制度が縮小に向かう中、再エネ設備

の 導 入 を 進め て い く 上 で は 、 再 エネ 設備 から 発 電 し た電 気 に 対す る 需 要 の 創 出が

必要となります。  

つまり、太陽光発電設備等の再エネ設備を導入するだけでなく、 他者が設置した

再エネ電源から発電された再エネ電気を購入することも、再生可能エネルギーの普

及に貢献する取組といえます。  

一方、市民・事業者向けのアンケート調査では、二酸化炭素排出量 が少ない電気

メニューを調達している市民は 6.9％、事業所は 9.7％となっています。  

大 企業 を中 心 に、 世界 的 に企 業に よ る再エ ネ 電気 を 調達 す る動 き が強 まっ て い

る中、本市の市民・事業所における再エネ電気の需要の創出を図ります。  

 

＜具体的な施策＞  

 21  市民及び市内事業者による再エネ電気調達に係る意識醸成  

○  再生可能エネルギーのみの電気を供給する小売電気事業者の情報を公表す

る等により、市民及び事業者による再エネ電気の調達を促します。  

 22  再エネ電気の調達を促す新たな仕組みの検討  

○  再生可能エネルギーの比率の高い電気を共同で安く調達できる仕組みの提

供について、県及び周辺市と連携して検討します。  

 23  公共施設で調達する電気の再エネ電力への切替の検討  

○  他自治体等における導入事例の情報を収集し、庁舎等にお ける再エネ電気の

調達に努めます。  

○  本 市 の 公 共 施設 に おけ る 再 エ ネ 比 率 が高く 、 電 力 排 出 係 数 の低 い 電 気 の 調

達を推進するた め、「 電力の調達に係る環 境配慮契約方針」 の 策定を検討し

ます。  

 

  

主な施策・事業  

 21  市民及び市内事業者による再エネ電気調達に係る意識醸成  

 22  再エネ電気の調達を促す新たな仕組みの検討  

 23  公共施設で調達する電気の再エネ電力への切替の検討  
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③多様な再生可能エネルギーの導入促進  

本市における再生可能エネルギーの導入については、第６章第２項に示したとお

り、太陽光発電が大半となっています 。 引き 続き、導入ポテンシャ ル の高い太陽光

発電（特に屋根の上への設置による自家消費）の導入促進を進めますが、安定的な

再生可能エネルギーの導入という観点からは、天候に左右されないバイオマス発電

や小水力発電等の導入も重要となります。地域の活性化や災害時 の活用の観点か

らも重要となる多様な再生可能エネルギーについて、周辺環境にも配慮した導入を

促進します。  

また、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けては地中熱や海洋エネルギー

等の活用も重要であり、関係機関と連携の上、活用に向けた調査･研究を行います。  

 

＜具体的な施策＞  

 24  間伐材等を活用した温浴施設等におけるバイオマスの熱利用の促進  

○  間伐材、放置竹林、剪 定枝等の地域資源を活用したバイオマス ボイラ ーの設

置を促進し、近隣の温浴施設等への熱供給を行います。  

 25  多様なバイオマス資源を活用した電気利用・熱利用の検討  

○  本市には、木質バイオマス のほかに、生活系（生ごみ・下水汚泥等）や畜産系

（肉牛・乳牛のし尿等）のバイオマス資源が存在しますが、いずれもポテンシャ

ルは小さく、 発電事業 等の採算性は厳しい のが実態です。 ただ し 、他の地域

では、多様なバイオマス資源から発酵処理によりバイオガスを生成し、発電を

行う事業事例も出てきていることから、将来的なバイオガス発電の導入可能

性を事業者と連携して検討します。  

 26  福祉施設等（熱需要が多い施設）における太陽熱利用システムの導入促進  

○  熱需要の多い福祉施設等への周知等を行い、エネルギー変換効率の高い（ 日

射エネルギーの約 40～60％を熱として利用可能）太陽熱利用システムの導

入を促進します。  

 27  公共施設における再生可能エネルギーの導入検討  

○  上下水道施設などにおける小水力発電の導入や、市立福祉施設（高齢者デイ

サ ー ビス セ ンタ ー等 ）に お け る太 陽熱 利用シス テ ムの 導入 など 、公 共施 設 に

おける多様な再生可能エネルギーの導入について検討します。  

主な施策・事業  

 24  間伐材等を活用した温浴施設等におけるバイオマスの熱利用の促進  

 25  多様なバイオマス資源を活用した電気利用・熱利用の検討  

 26  福祉施設等（熱需要が多い施設）における太陽熱利用システムの導入促進  

 27  公共施設における再生可能エネルギーの導入検討  
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（３）環境に配慮したまちづくり  

①まちの緑化や森林・藻場の保全の推進  

地球温暖化対策は、家庭や事業所における対策だけでなく、地域全体で環境にや

さ し い ま ち づ く り を 行 う こ と が 重 要 で す 。 例 え ば 、 ま ち の 緑 化 や 森 林 保 全 に よ る

CO 2 吸収量の増加はヒートアイランド対策の具体的な取組として挙げられます。こ

う し た 取 組 は 、 グ リ ー ン イ ン フ ラ と 呼 ば れ る 自 然 環 境 が 持 つ 機 能 を 活 用 し た 防 災

力・減災力の向上にも繋がります。  

 

＜具体的な施策＞  

 28  都市緑化の推進  

○  街路樹や公園樹 の適切な維持・保全や、「兵庫県環境の保全と創造創造に関

する条例」に基づく 建 築物の緑化義務に係る本市の運用（指導、検査及び県

への進達）により、都市緑化を推進します。  

 29  森林保全・里山保全や集落の美しい景観の保護  

○  洲 本 市 内全 域の 人 工林 の 森 林調 査 、森 林整 備 や 維持 管 理等 の計 画 策 定 、木

材利用の方針策定について、森林環境譲与税も活用しながら実施します。  
○  地域の団体（環境 NPO 法人等）と連携し、里山の保全や集落の美しい景観

の保護に努めます。  
  

（写真）北は霊峰先山、南は洲本川に挟まれる美しい景観を有する大森谷集落  
 

 
（出所）バンカランカ～洲本のおもろい数珠つなぎ～ウェブサイト  

主な施策・事業  

 28  都市緑化の推進  

 29  森林保全・里山保全や集落の美しい景観の保護  

 30  公共施設における木材の利用  

 31  藻場の保全によるブルーカーボンの創出推進  
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 30  公共施設における木材の利用  

○  「 兵 庫 県 県 産 木 材 の利 用 促 進 に 関 す る 条例 」 に 基 づ き 、 庁 舎 ・小 中 学 校 等 の

公共施設の木造化を推進します。  

 

（写真）高田屋嘉兵衛公園ログハウスの外観（左）と五色図書館の内観（右）  

  

 31  藻場の保全によるブルーカーボンの創出推進  

○  産 学 公 民 に よ る 連絡会 議 に 参 画 し 、 各主体 と の情 報 交 換 や企業 と の連 携 を

進め、藻場等の再生・創出を促進するとともに、ブルーカーボンのクレジット

化を検討し、市内企業等との取引を目指します。  

 

（写真）由良地区の藻場におけるアカメ（左：赤丸）とカジメ（右）生育調査の様子  

  

（出所）環境省生物多様性センター「モニタリングサイト 1000 藻場調査」  
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②交通手段の脱炭素化の推進  

本市の市街地は、都市機能や生活に必要な施設・店舗が集約されたコンパクトな

まちとなっています。こうした集約型の都市構造（コンパクトシティ）は、交通・土地

利用における温室効果ガスの排出量が少ないまちといえます。  

今後、効率的 な公共交通機関網の整備や電気自動車の充電インフラ の整備を推

進し、交通の観点から脱炭素化の推進を図ります。  

なお、自宅に電気自動車の購入と合わせて V2H（Vehic le to  Home）を導入

することで、災害時等にも、電気自動車に充電されている電気を自宅の電気として

使うことができます。  

 

＜具体的な施策＞  

 32  公共交通機関等における環境配慮型モビリティの導入促進  

○  令 和 ６ （ 2024 ） 年 ３月 に 淡 路 島 地 域 公 共交 通 活 性 化 協 議会 が策 定 し た 「 淡

路島地域公共交通計画」に基づき EV バス・EV タクシー・FCV バス・EV レ

ンタカ ーなど、公共交通における環境配慮型モビリテ ィの導入 を推進しま す。  

 

（写真）2024 年にみなと観光バス株式会社が導入した EV コミュニティバス  

 

主な施策・事業  

 32  公共交通機関等における環境配慮型モビリティの導入促進  

 33  市内主要施設等への電気自動車の充電設備の整備  

 34  自転車を活用したまちづくりによる自動車利用の転換促進  

 35  市民・事業者のエコドライブ（ふんわりアクセル等）の推進  

 36  公用車の電動化や出張時の職員の自転車利用の推進  

 37  長距離バスでの旅行者等を対象にした電気自動車の利用環境の整備  
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 33  市内主要施設等への電気自動車の充電設備の整備  

○  民 間 企 業と 連携 し なが ら 、 公共 施 設 等 にお け る 電 気 自 動車 用の 充 電 設備 の

整備を目指します。  

 34  自転車を活用したまちづくりによる自動車利用の転換促進  

○  レンタサイクル貸出し や自転車道・サイク リ ングルートの整備に より、市民の

自転車利用や観光客の  e-バイクによる観光を促し、健康増進や混雑緩和等

にも貢献しながら温室効果ガス排出量の削減を目指します。  

 35  市民・事業者のエコドライブ（ふんわりアクセル等）の推進  

○  市民・事業者向けセミナーの開催等により、 脱炭素や交通事故防止につなが

る自動車のアクセルの適切な踏み方を習慣化する「アクセルトレーニング」 の

普及を図ります。  

 36  公用車の電動化や出張時の職員の自転車利用の推進  

○  公用車の電動化を計画的に推進するとともに、近隣への出張時には、 積極的

に自転車を利用します。  

 

（写真）洲本市が公用車に導入した電気自動車  

 

 

 

 

 37  長距離バスでの旅行者等を対象にした電気自動車の利用環境の整備  

○  市内主要施設に加え、ホテル・旅館等への電気自動車用充電設備の設置の促

進するほか、レンタカー会社による電気自動車の導入を促進し、旅行者の移

動の脱炭素化を図ります。  
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③環境に配慮した農業・漁業・観光業の推進  

本市を含む淡路島は、御食国の一つとして、山海の幸を大和朝廷に献上した食材

の宝庫であり、今も生産者の手を通じて、市民や観光客に新鮮な食材を届けていま

す。こうした農業・漁業の現場においても、二酸化炭素は排出されており、脱炭素化

の取組が求められています。 また、そうし た 食材を提供する飲 食店・旅館等 におい

ても、食品ロス の削減や再資源化の取組が求められています。 本市は、こういった

取組の推進を目指します。  

 

＜具体的な施策＞  

 38  スマート農業の推進  

○  エンジン式農機具等の電動化やロボット技術・ ICT 等の活用によって作業の

省力化・効率化・省エネルギーが実現できるとともに 、高品質な農作物・畜産

物を安定的に生産することができるスマート農業について、事業者と連携し

て推進します。  

 

図 8-2 県内で利用が始まっているスマート農業の技術  

 

（出所）わく・わく！ひょうご！スマート農業技術マッチングプラットフォーム  

主な施策・事業  

 38  スマート農業の推進  

 39  有機農業等の環境配慮型農業の推進  

 40  地域資源循環型農業の推進  

 41  漁業における漁船の燃料使用量削減の取組の推進  

 42  観光業等における食品ロス低減や資源循環の取組の促進  

 43  地産地消や規格外食材の利用による食品ロス低減の取組の促進  
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 39  有機農業等の環境配慮型農業の推進  

○  製造過程で多くの温室効果ガスを排出する化学肥料の使用量の低減のため、

有機肥料の利用促進やソルガム等の緑肥用作物のすき込みを推奨します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4０  地域資源循環型農業の推進  

○  畜 産 業に お け る家 畜排 せ つ 物の 適切 な処理 ・ 堆肥 化と 堆 肥の地 域 内循 環 に

よ る 耕 畜 連携 の持 続的 な 資源 循 環型 農業を 推 進 しま す 。 堆 肥 の購 入 者 に対

しては、本市が直接補助金を交付する（堆肥流通助成事業）ほか、 畜産業者に

対 し て は 、再 資源 化に必 要 な施 設整 備 に対す る 補 助制 度の 情報の 周 知等 に

より、再資源化を促進します。  

図 8-3 耕畜連携の持続的な資源循環型農業のイメージ図  

緑肥用作物のすき込みによる化学肥料の使用低減  

本市では、化学肥料の使用の低減を目的に、ソルガム等を緑肥用作物 として

育てて農地にすき込み、肥料とする取組が定着しています。  

ソルガムは耐暑性が高く、高温を好む作物で、春～夏まきに適します。生育が

早いのが特徴で、播種後 70 日で草丈は 200cm を超えます。有機物の生産

量が多いのも特徴で、緑肥としての活用に適しています。  

 

播種後 19 日（左）、71 日（中）のソルガムとすき込み作業の様子（右）  

  

 

 

 

（出所）農林水産省「緑肥利用マニュアル-土づくりの減肥を目指して-」  
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 41  漁業における漁船の燃料使用量削減の取組の推進  

○  本市の３つの漁業組合（洲本炬口漁業協同組合 、由良町漁業協同組合 、五色

町漁業協同組合）と 連携し、船体・プロ ペラ 等の定期的な清掃、エ コ運航（速

度を出し過ぎない）、積荷の軽量化（不要なものは載せない）、 燃料消費量計

測システムの導入、 ICT 技術を活用した漁場までの適切なルート設定などの

取組の推奨により、漁船による燃料使用量の低減を図ります。  
 

図 8-4 燃費改善が期待される（７～22％）船艇の清掃の前後の違い  

 

（出所）漁船漁業の省エネルギーに向けて（独立行政法人水産総合研究センター等）  

 42  観光業等における食品ロス低減や資源循環の取組の促進  

○  洲本旅館組合等と連携して、旅館等における食べきり の推奨、食品残さの資

源循環（複数事業者の連携による堆肥化等）やアメニティへの木製、紙製、生

分解性プラスチック製の導入の取組を推進します。  
 

（写真）市内の旅館で提供する木製のアメニティ（カミソリ、くし、歯ブラシ）  

 

（出所）淡路島観光ホテル  
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 43  地産地消や規格外食材の利用による食品ロス低減の取組の促進  

○  直売所による農産物の直売や、学校給食 ・こども食堂等による市内産の食材

の地産地消の推進により、輸送における温室効果ガスの削減を図ります 。  

○  さらに、市内の生産者や販売事業者と連携し、スーパーに並ばない規格外品

を加工食品の材料として利用し、食品ロス削減を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地元の規格外野菜のみを販売する無人店舗がオープン  

淡路島産規格外野菜の通販サービス 「seaside grocery」は 、クラ ウドフ

ァンディングを経て、五色地区に淡路島産規格外野菜のみを販売する無人店舗

をオープンしました。  

店舗で販売している野菜はすべて形が規格外であったり、表面に傷があるた

め、ス ーパー等で販売できない 規格外品ですが、味はス ーパー等で販売されて

いるものとまったく変わりません。また、写真のとおり可能な限り過剰な包装を

避け、野菜をそのまま販売しています。  

こうした取組は、脱炭素化への貢献に加え 、地元の生産者の収入の増加にも

繋がります。  

 

五色地区に設置されている淡路島産規格外野菜の無人販売店舗  

  

（出所）seaside grocery（株式会社 seaside hub）ウェブサイト  
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（４）循環型社会の形成  

①ごみの減量・リサイクルの促進  

本市では、平成 30（2018）年度に「洲本市 25％ごみ減量化作戦」 を発表し、

「1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量」を令和４（2022）年度までに 500g（平成

28（2016）年度比 24.1％減）に削減することを目標にごみの減量・リサイクルの

推進に取り組んできました。結果、令和４（2022）年度の「1 人 1 日当たりの家庭

系ごみ排出量」は 530g と目標には至りませんでしたが、平成 28（2016）年度

比で約 20％削減しました。引き続き、循環型社会の実現に向け、ごみの減量・リサ

イクルを促進します。  

 

＜具体的な施策＞  

 44  ３R＋Renewable 活動の推進  

○  ごみの発生抑制、資源の有効活用及び再生可能な資源への切り替えに努め、

大量消費・大量廃棄のライフスタイルからの転換を図る３ R＋Renewable

活動を推進します。  

 45  市公式 SNS 等を活用したごみ減量化の普及啓発  

○  市公式 LINE、 Instagram、アプリによる方法配信や市ウェブサイト「これ

どっち」等 を活用して 、市民に対してごみの 適切な分別方法やご みの出し方

などをお知らせし、ごみの減量や分別を促進します。  

 46  使い捨て製品の抑制等によるプラスチックごみ削減の推進  

○  飲食店・キッチンカー事業者等と連携して、マイ箸やマイボトルの持参を推奨

するとともに（特典の付与等も検討） 、プラスチック容器や紙コップなどの使

い捨て製品の使用を抑制します。  

 47  市役所から排出されるごみの減量・リサクルの推進  

○  「第４期洲本市地球温暖化対策実行計画」に基づき、ごみの減量・リサイクル

を積極的に推進します。  

 

主な施策・事業  

 44  ３R＋Renewable 活動の推進  

 45  市公式 SNS 等を活用したごみ減量化の普及啓発  

 46  使い捨て製品の抑制等によるプラスチックごみ削減の推進  

 47  市役所から排出されるごみの減量・リサクルの推進  
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②食品ロスの低減・再資源化の促進  

食品ロスとは、本来食べられるにも関わらず捨てられてしまう食べ物のことで

す。日本では令和４（2022）年度に、約 472 万トンの食品ロス（家庭から約 236

万トン、事業者から約 236 万トン）が発生したと推計されています。食品ロスを減

らすために、買い物の時、調理の時、保存の時、外食する時など、様々な場面で有

効な対策を推進します。  

 

＜具体的な施策＞  

 48  小売業者等と連携した食品ロス削減の推進  

○  ス ー パー ・コ ン ビニ等と 連携 した 「 てま え どり 」 の推 進 、関 係団 体と 連携 し た

フードドライブの実施等により、食品ロスの削減に取り組みます。  

 

（写真）洲本市役所内に設置されたフードドライブの持ち込みボックス  

 

 49  飲食店等と連携した顧客ニーズに応じた食品ロス対策の選択肢の提供  

○  飲食店等と連携し、顧客ニーズに応じた小盛メニューの提供や 食べ残しの持

ち帰り（mottECO）の推奨等を推進します。  

主な施策・事業  

 48  小売業者等と連携した食品ロス削減の推進  

 49  飲食店等と連携した顧客ニーズに応じた食品ロス対策の選択肢の提供  

 50  市公式 SNS 等を活用した使い切りレシピの発信  

 51  外食時（宴会等）における「3010（さんまるいちまる）運動」の推進  
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 50  市公式 SNS 等を活用した使い切りレシピの発信  

○  市民向け情報発信アプリ等を活用して、料理レシピサイト等の「使い切りレシ

ピ」を紹介するとともに、市内の小中学生とその父兄等を対象に「使い切りレ

シピ講習会」を開催します。  

 51  外食時（宴会等）における「3010（さんまるいちまる）運動」の推進  

○  宴会等の場においては、多くの食べ残しが発生します。そこで、飲食店・旅館

等と連携して、乾杯後 30 分間、お開き 10 分前は、自分の席で料理を楽し

む「3010 運動」を推進します。  

 

③環境に優しい素材・商品の選択の促進  

普 段 の 買物 の 際に 、詰 め 替え 商 品 や再 生資 源 を 活用 し た 商品な ど 、 環 境 負荷 の

小さな素材・商品を購 入すること も、立派な 地球温暖化対策の取組です。こうした

商品は環境ラベルなどで判断することができます。  

買物をするとき、商品の価格、性能、安全性は皆さん当然意識されていると思い

ます。これにもう 一つ「環境」という 視点をプラス してみませんか。このような買い

物とする人のことを「グリーンコンシューマー」と呼びます。  

一人ひとり が 日々の 消費活動を通じて 、グ リーンコンシュ ーマー になれば 、社会

を 変 え る 大 き な一 歩と な り ま す 。 本 市は 、こ の グ リ ーン コン シ ュー マ ー の増 加 を目

指します。  

 

＜具体的な施策＞  

 52  商品・サービスの環境負荷を示す「環境ラベル」の認知向上の取組  

○  商品やサービスがどのように環境負荷低減に資するかを教えてくれる 「環境

ラ ベル 」は多 くの 種類が 存在 し、 こうし たラ ベ ル は、 リ サイク ル商品 やエ コ商

品を買いたいと きに 参考になりま す。こう した環境ラ ベルの情 報について、

環境省「環境ラベル等データベース」等をもとに情報発信し、環境ラベルの認

知向上を図ります。  

 

 

 

 

 

主な施策・事業  

 52  商品・サービスの環境負荷を示す「環境ラベル」の認知向上の取組  

 53  「グリーンコンシューマーの買い物 10 の原則」の市民への普及促進  

 54  行政による積極的なグリーン購入の実施  
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図 8-4 国及び第三者機関による環境ラベルの例  

 

（出所）環境省「環境ラベル等データベース」  

 53  「グリーンコンシューマーの買い物 10 の原則」の市民への普及促進  

○  環境に優しい素材・商品を選択するための具体的な行動として、「 グリーンコ

ンシューマー全国ネットワーク」が推奨する  「グリーンコンシューマーの買い

物  10 の原則」の市民への普及啓発を実施します。  

 54  行政による積極的なグリーン購入の実施  

○  本 市 に事務 事業 を行う 上で の物 品の購 入な ど に おい て、 環境負 荷が で き る

だけ小さい、環境に配慮した物品を優先して購入 します。  

 

  

「グリーンコンシューマーの買い物 10 の原則」  

1 .  必要 なもの を必要 な量 だけ買う。  

2 .  使い捨て 商品 ではなく、 長く使える商品 を選ぶ。   

3 .  包装 はないもの を最優 先し、次に最 小限 のもの 容器 は再利 用 できる も のを選ぶ。   

4 .  作ると き、使う とき、捨 てるとき、 資源 とエ ネルギーが少 ないもの を選 ぶ。  

5 .  化学物 質による環 境汚 染と健 康 への影 響が 少 ないも の を選 ぶ。  

6 .  自然と 生物 多様 性を損 なわないもの を選ぶ。  

7 .  近くで生産、 製造 されたものを選ぶ。  

8 .  作る人に公 正 な配分 が 補償 されたも の を選 ぶ。  

9 .  リサイクルされたも の、 リサイクルシステムが あるもの を選ぶ 。  

10 .  環境問 題に熱 心に取り 組み、 環境 情報 を公 開し ているメー カーや店 を選ぶ。  
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（５）次世代を担う子どもたちの育成  

①体験型の環境学習の場の提供  

本市は、森・海・川と豊かな自然環境に恵まれていますが、時代とともに、子ども

た ち の自然 や生 物に直 接触 れる よう な外で の遊 びの時 間は減少 し てき てい ま す 。

次代を担う本市の子どもたちに、自然や生物と触れ合う体験型の環境学習の場を

提供することで、健やかな成長を促進するとともに、本市への愛着を育みたいと考

えています。  

 

＜具体的な施策＞  

 55  事業者（農林水産業等）と連携した子どもたちの体験学習の場の提供  

○  各地域の一次産業の従事者等と連携し、収穫体験・漁業体験（地引網等）・林

業 体 験 な ど の 体験 学習 の 機 会 を 子 ど も たち に 提 供 し 、 環 境 に つい て 学 び な

がら、本市への愛着を育みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な施策・事業  

 55  事業者（農林水産業等）と連携した子どもたちの体験学習の場の提供  

 56  再エネ見学ツアーや親子再エネ工作教室による再エネ普及啓発の推進  

毎年恒例！洲本炬口漁業協同組合による地引網体験  

洲本炬口漁業協同組合では、毎年地元の小学校の親子行事として、地引網体

験を開催し、漁業への親しみと魚食普及を啓発しています。  

ま ず は 、 浜 辺の 海 ごみ の 清 掃活 動 を実 施し 、 浜 辺 を きれ い に した 上 で 、 地引

網を引きます。始めは魚に触れない子ども・怖がる子どもも多くいますが、次第

に慣れて魚を上手に掴めるようになっていきます。  

この事業を実施している漁業組合の担当者は「30 年以上この取組は実施し

ています。子どもたち に 洲本の自然・洲本の魚について体験を通じて学んでも

らういい機会であり、これからも継続したいです。」と話してくれました。  

（写真）地元小学校の生徒を対象とした地引網体験の様子  

 

 

 

 

 

（出所）洲本第一小学校ウェブサイト（こどもあんしんネット）  

 

 

 

 

 

（出所）兵庫県広報紙「県民だよりひょうご」  
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 56  再エネ見学ツアーや親子再エネ工作教室による再エネ普及啓発の推進  

○  子どもたちを対象とした市内の再エネ施設等の拠点を活用した再エネツアー

や、親子再エネ工作教室（ソーラーエコハウス、ソーラークッキング等）の開催

により、子どもたちに再生可能エネルギーを身近に感じてもらう環境学習を

推進します。  

 

②地域や事業者と連携した人づくり  

子どもたちの 環境学習 や環境保全活動の機会を充実させるためには、 行政や教

育 現 場 で の 取 組だ けで は な く 、 各 地 域 や 事業 者 と の 連 携 や 、 各地 域 に お い て 主 体

的に環境教育を推進する人材の育成が大切と考えています。  

 

＜具体的な施策＞  

 57  地域の環境教育の担い手の育成  

○  各地域で環境活動に関わる NPO 法人や兵庫県県地球温暖化防止活動推進

員を中心に地域において環境活動に取り組む人材の育成を図ります。  

 58  地域の環境教育の担い手による活動の支援  

○  各地域で環境活動に関わる NPO 法人等による環境教育の実施に当たり、イ

ベント開催支援、周知協力等を実施します。  

 

③「食育」などによる地元への愛着の醸成  

いにしえの人々を魅了した食材の素晴らしさは現在も変わらず、本市は食材の宝

庫であり続けています。こうした食材の地産地消や食べ切り等に関する食育の推進

等を通じて、子どもたちの地元への愛着の醸成を図ります。  

 

 

主な施策・事業  

 57  地域の環境教育の担い手の育成  

 58  地域の環境教育の担い手による活動の支援  

主な施策・事業  

 59  生産者と連携した体験を通じた食育の実施  

 60  学校給食と連動した食育の推進  
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＜具体的な施策＞  

 59  生産者と連携した体験を通じた食育の実施  

○  市内の幼稚園・保育園や 小学校において、給食と農業 ・漁業 体験を連動させ

た体験的な食育や農業・漁業が身近に感じることができるよう生産者との交

流の場を設けます。  

 60  学校給食と連動した食育の推進  

○  月 間 の献 立 表 や給 食だ よ り を 通し て 、 地元の 食 材の 利 用 や規 格外 品 の利 用

といった SGDs に係る取組を発信するとともに、給食センターから排出さ

れ る 食品 廃棄 物の再資 源化と 堆肥 化等の地 域循 環の 取組 を検討 し 、子 ど も

たちの環境教育に活かします。  
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（６）地域課題の解決との両立  

これまでに示した具体策（１）～（５）には、環境面以外の様々な側面から地域にメ

リットをもたらすことが期待されるものもあります。庁内部局間で連携しながら、脱

炭素化の取組と地域課題の解決の同時実現を目指す施策を推進します。  

①脱炭素化を通じた地域の“にぎわい”創出  

地域の脱炭素化の取組は、新たな産業を創出したり、地域経済の屋台骨となる中

小企業の競争力強化 など、地域の活性化 へもつながり ます 。ま た、 交通政策（自転

車道の整備 ）や 森林・ 里山保全等 の取組 は 、グ リーンツ ーリ ズム 等の観光振 興にも

つながる取組と言えます。  

 

 

 

②｢こころ｣も｢からだ｣も健やかな社会の実現  

衣 食 住 ・ 移 動 ・ 買 い 物 な ど 日 常 生 活 に お け る 脱 炭 素 行 動 の 中 に は 、 「 こ こ ろ 」 や

「からだ」を健やか に する 取組 も多く存在 します 。例え ば、高断 熱・高気密 な省エネ

住宅は、家計 に優しい だけでなく 、 カビや ダ ニ の発生を抑制した り、 結露を防いだ

りするなど、心も体も健やかに暮らせる住宅でもあります。こうした「 地球にやさし

い行動・取組」は、「自分や家族にやさしい行動」とも言えます。  

 

主な施策・事業  

 6  地域金融機関・商工会議所等と連携した中小企業の脱炭素経営促進  経済  

 8  中小企業向けの高効率機器や再エネ設備の導入支援  経済  

 10  脱炭素経営宣言事業者の認定・登録制度の創設  経済  

 11  空き家等を対象にした住宅の省エネリフォームの支援  移住  

 29  森林保全・里山保全や集落の美しい景観の保護  観光  

 33  市内主要施設等への電気自動車の充電設備の整備  観光  

 34  自転車を活用したまちづくりによる自動車利用の転換促進  健康  

 55  事業者（農林水産業等）と連携した子どもたちの体験学習の場の提供  教育  

 56  再エネ見学ツアーや親子再エネ工作教室による再エネ普及啓発の推進 教育  

 59  生産者と連携した体験を通じた食育の実施  教育  

 60  学校給食と連動した食育の推進  教育  
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③市民生活における安心・安全の確保  

脱炭素社会は、地域に分散されたエネルギー源（太陽光発電設備や蓄電池等）を

活用することにより、災害時のエネルギー供給という 観点でも優れた安心・安全な

社会といえます。また、森林保全等は森林吸収量の確保という脱炭素の観点だけで

な く 、土砂 災害の予 防に も つなが り ます し、 エ コドラ イブ は交通 事故 の予防 にも 寄

与（＝自動車保険料の低減等の効果も期待）します。  

 

 

 

主な施策・事業  

 2  脱炭素ポイントの導入等による行動変容を通じた市民運動の推進  ｳｪﾙﾈｽ 

 3  事業者と連携した省エネ家電の買替促進   ｳｪﾙﾈｽ 

 4  宅配便の再配達の削減に向けた取組推進   利便性  

 12  国・県と連携した省エネ住宅化（ZEH 含む）の推進  ｳｪﾙﾈｽ 

 13  地域金融機関が行う省エネ住宅化（ZEH 含む）の推進  ｳｪﾙﾈｽ 

 24  間伐材等を活用した温浴施設等におけるバイオマスの熱利用促進  ｳｪﾙﾈｽ 

 28  都市緑化の推進  ｳｪﾙﾈｽ 

 29  森林保全・里山保全や集落の美しい景観の保護  ｳｪﾙﾈｽ 

 39  有機農業等の環境配慮型農業の推進  ｳｪﾙﾈｽ 

 55  事業者と連携した子どもたちの体験学習の場の提供  教育  

 56  再エネ見学ツアーや親子再エネ工作教室による再エネ普及啓発  教育  

 

主な施策・事業  

 11  空き家等を対象にした住宅の省エネリフォームの支援  安全  

 16  太陽光発電のシミュレーションを活用した導入促進  防災･減災  

 17  太陽光発電設備・蓄電池の調達を促す新たな仕組みの検討  防災･減災  

 18  地域金融機関と連携した太陽光発電設備等の導入推進  防災･減災  

 19  うちエコ診断を契機とする太陽光発電導入の促進  防災･減災  

 20  公共施設における計画的な太陽光発電設備の導入  防災･減災  

 26  福祉施設等における太陽熱利用システムの導入促進  防災･減災  

 29  森林保全・里山保全や集落の美しい景観の保護  防災･減災  

 32  公共交通機関等における環境配慮型モビリティの導入促進  交通  

 35  市民・事業者のエコドライブ（ふんわりアクセル等）の推進  交通  

 39  有機農業等の環境配慮型農業の推進  食の安全  
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３  管理指標（KPI）の設定  

今 後、 本計画 の目標で あ る温室 効果 ガス 削 減目標 の達成 に向け て 、各 施策体 系

に基づき具体的取組を実施していく中で、その効果の進捗状況を確認・評価するた

めに、表 8-1 のとおり管理指標(KPI)と目標値を設定します。  

管理指標(KPI)については、市民・事業者向けのアンケート調査や庁内調査によ

り定期的に 確認・評 価 し、必要 に応じ て追加 の取組を実施 す るこ とに より、 温室効

果ガスの削減目標の確実な達成を目指します。  

 

表 8-1 管理指標(KPI)とその目標値  
 

基本方針  管理指標（KPI）  現状値  
目標値  

(2035 年度) 

１ ． 省 エ ネ ル

ギ ー 対 策 の

推進  

1-1   

市民  

1-1-1 高効率給湯器の普

及率  
30%  60%  

1-1-2  断熱窓の普及率  24％  50%  

1-1-3  EV 等普及率  25％  50%  

1-2  

 事業者  

1-2-1  BEMS 普及率  0%  20%  

1-2-2 EV 等普及率  53%  100%  

２ ． 再 生 可 能

エ ネ ルギ ー の

導入拡大  

2-1 太陽光導入率（世帯当たり）  7.6%  １８%  

2-2 公共施設への太陽光導入出力  441kW  1 ,000kW  

３．環境に配

慮したまちづ

くり  

3-1 県緑条例に基づく年間緑化面積  945m 2  2,000m 2  

3-2 EV 充電設備の設置数  23 か所  100 か所  

４．循環型社

会の形成  

4-1 1 人当たりの家庭系ごみ排出量  530g/日  419g/日 ※  

4-2 一般廃棄物のリサイクル率  12.4%  20%  

 

※  洲本市一般廃棄物処理基本計画に基づく令和 11（2029）年度の目標数値であり、

今後、同計画の見直しに合わせて、目標数値を修正するものとします。  

  



第９章 気候変動の適応策 

 

79 

 

第９章 気候変動の適応策 

 

１  気候変動への適応策とは  

気候変動対策は大きく 2 つに分けることができ、「緩和策」と「適応策」に区分さ

れます。「緩和策」は第８章で示したような温室効果ガス排出量を抑制する取組のこ

とで、脱炭素化とも呼ばれます。  

一方で、「適応策」 は気候変動により生じる影響に合わせて自然や社会の在り方

を調整し 対応 する取 組のこと です 。「 緩和 策」 に より温室 効果ガ ス 排出量を大幅に

削 減 で き た と し て も 、 気 候 変 動 が様 々 な 分野 に 与 え る 悪影 響 が直 ち に 止 ま る こ と

はありません。自然生態系や社会・経済システムを調整することにより、気候変動に

よる悪影響を軽減することが重要となります。  

 

（出所）気候変動適応情報プラットフォーム  

 

 平成 30（2018）年に気候変動適応法 が施行されたことで、「適応策」の法的位

置付けが明確化され、国・地方公共団体・事業者・国民 が連携・協力して適応策を推

進するための法的な仕組みが整備されました。気候変動適応法第 12 条では、都道

府県及び市町村における地域気候変動適応計画の策定が努力義務 とされており、

自然的、経済的、社会的状況 に応じた気候変動への「適応策」の設定が求められて

います。  

 また、兵庫県においては、令和３（2021）年 4 月に、公益財団法人ひょうご環境

創造協会と協調して、県の適応策推進体制の拠点となる「兵庫県気候変動適応セン
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タ ー 」を設 置し てい ます 。 同セ ンタ ーで は、気 候変動 影響 や適応策 に関 す る情報 の

収集・分析・提供や研究、市町等への助言等を実施しています。  

 

２  気候変動よる主な影響（現状及び将来予測）  

（１）気候  

①気温の変化（猛暑日日数の将来予測）  

現在、洲本市役所周辺における猛暑日の年間日数は、平均８日間程度（令和元

（2019） 年度 から 令和 ５ （2023） 年度 ま で の 平 均 ） で すが 、 最も 気 温 上 昇が 高

いシナリオ（RCP8.5）では、今世紀末には、年間 44～48 日間も猛暑日となる

予測となっています。  

 

図 9-1 最も気温上昇が高いシナリオ（RCP8.5）における猛暑日日数の予測  

 

（出所）国立環境研究所 A-PLAT ウェブサイト公開情報（RCP8.5）より作成  

 

②降水量の変化  

平成 16（2008）年 10 月に発生した台風第 23 号では、洲本川が氾濫し、市

内に甚大な被害が発生しました。被災当時の 24 時間積算降水量（317mm）を

基 準 に、 洲本 市役所周 辺 で 同等 の豪 雨が発 生 する 確率 を 、最 も気 温上 昇が 高い

シナリオ（RCP8.5）にてシミュレーションしました。  

結果は図 9-2 のとおりで、現在気候では、おおよそ 20 年に１度程度の発生

頻度ですが、2080 年には、10 年に１度の確率と２倍の発生頻度となりました。

さらに、同シナリオでは、2080 年には平成 16 年台風第 23 号の倍程度の 24

時間積算降水量が 500 年に１度の頻度で発生する結果となりました。  

 

 

 

２０２０年～２０４０年の猛暑日日数 ２０４０年～２０６０年の猛暑日日数 ２０８０年～２１００年の猛暑日日数

洲本市役所周辺：１２～１８日 洲本市役所周辺：１６～２０日 洲本市役所周辺：４４～４８日

48～
44～48
４０～44
36～40
32～36
28～32
24～28
２０～24
１６～20
１２～１６
8～12
4～8
～4
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図 9-２  RCP8.5 での平成16年台風第23号相当の降雨量の発生頻度の予測  

 

（出所）ウェザーニューズ様提供「ウェザーニュース for  business」より作成  

 

図 9-3  RCP8.5 での平成16年台風第23号相当の降雨量の再現期待値の予測  

 

（出所）ウェザーニューズ様提供「ウェザーニュース for  business」より作成  
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（２）農林水産業  

①たまねぎ  

○  本 市 の中 心的 な生 産品 で あ る たま ね ぎも地 球 温暖 化の 影響 を受 け て お

り、具体的には、９月下旬から１０月上旬にかけて播種する品種（５～６月

に収穫）について、暖冬による生育促進により大玉化し、病気になりやす

くなる傾向があります。  

○  ま た、ツユカ ビ科に属する糸状菌によって引き起こされる病気 のべと 病

の 発生 時期 が、 地球温 暖化 に より 一ヶ 月ほ ど 早期 化し て おり 、 早 め の対

策が必要になっています（以前は４月から、現在は３月から）。  

 

②水稲  

○  気温の上昇等により米の品質低下（白未熟粒 の発生､一等米比率の低下､

酒米の消化性の低下など）が確認されています。特に県主要品種の｢キヌ

ヒカ リ｣は、高温の影響を受けやすく､一等米比率が減少傾向にあ りま す。  

 

図 9-４ デンプン蓄積が不十分で白く濁った米粒（左）と亀裂のある米粒（右）  

 
（出所）農林水産省「令和２年地球温暖化影響調査レポート」  

 

③畜産（肉牛・乳牛）  

○  夏季の高温による乳牛の繁殖成績や生産性の低下、熱射病等の発症 、乳

量・乳成分の低下等の事例が報告されて いま す。肉用牛 も成育や肉質の

低下が報告 され てい ま す。家 畜の熱中 症 対策と して 、 大 型送風 機やミス

ト散布等を実施しています。  
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④水産業（海面漁業・養殖業）  

○  本市の特産物であるイカナ ゴの漁獲量の減少が確認されてい ま す。そ の

原因として、海域の栄養塩濃度の低下による夏眠前の肥満度低下のほか、

夏眠期間の海水温上昇が確認されています。夏眠期間の海水温が高くな

ると 、体力 が奪わ れ、 産卵数が減少 す る等 の影響が出 ると 言わ れていま

す。  

○  そ のほか、海水温の 上昇と の因果関係は 示されていま せん が 、 太刀魚
た ち う お

の

漁獲量も減少傾向にあります。  

○  一方、アマダイの漁獲量は増加しており、海水温上昇により、 生息場に適

してきた可能性が指摘されています。  

○  本市の特産物であるノリの養殖においては、 秋季の高水温や水温低下の

鈍化等による種付 け や育苗、 海の網を張 る 本張り時期の遅れ、 養殖適期

の短縮、生理障害等が確認されているほか、漁期後半の栄養塩濃度の低

下による色落ち被害も確認されています。  

 

図 9-5 兵庫県におけるイカナゴの漁獲高の推移（単位：トン）  

（出所）兵庫県ホームページ（いかなご漁について）  
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（３）自然生態系  

①さくら  

○  本市において、さくらの満開日の早まりが確認されています。統計データ

が残る昭和 28（1953）年から平成 15（2002）年において、50 年間

で 2.8 日のペースで満開日が早まっています。  

 

図 9-７ 本市におけるさくらの満開日の推移  

 

（出所）気象庁「生物季節観測の情報」をもとに本市にて作成  

②かえで  

○  本 市 に おい て 、 かえ での 紅 葉の 遅 れが 確認さ れ て いま す 。統 計 デー タ が

残る昭和 29（1954）年から平成 15（2002）年において、50 年間で

8.5 日のペースで紅葉が遅れています。  

 

図 9-８ 本市におけるかえでの紅葉の日付の推移  

 

（出所）気象庁「生物季節観測の情報」をもとに本市にて作成  
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（４）健康分野  

本市における熱中症による救急搬送者数は、過去６年間で毎年平均 38 名とな

っています。特に、令和４（2022）年以降は真夏日（最高気温が 30℃以上の日）

が平均 77 日と急増しており、熱中症のリスクは高まっています。  

また、年齢区分ごとにみると、75 歳以上の高齢者の救急搬送者数が半数近くを

占めており、高齢者への熱中症予防の啓発が重要といえます。高齢者は、体内の水

分が不足しがちであり、また、暑さに対する感覚機能や調整機能が低下しているこ

と等も踏まえ、早めの水分補給や適切なエアコンの使用による熱中症予防を意識す

ることが大切です。  

 

図 9-９ 本市における熱中症による救急搬送者数と真夏日日数の推移  

 

（出所）淡路広域消防事務組合提供資料及び神戸地方気象台公表資料をもとに  

本市にて作成（※令和６年は 10 月末までのデータ）  

 

図 9-10 淡路３市における年齢区分別の熱中症救急搬送者数（過去６年平均）  

 

（出所）淡路広域消防事務組合提供資料をもとに本市にて作成  
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市民が感じる気候変動の影響は？  

市民アンケート 調査の結果では、市民が感じている気候変動影響の第１位が

「夏の暑さ」（９６％）で、大半の方が選択しています。  

次 い で 、 「 風 水 害 の 被 害 」 が 69％ 、 「 農 作 物 の 収 穫 量 や 品 質 へ の 影 響 」 が

57％の順で高くなっています。  

一方で、「冬の寒さや雪の降り方の変化」、「動物の鳴く時期や生息域の変化」

は比較的感じている方は少ない結果となっています。  

近年の夏の猛暑や豪雨災害、それに伴う農作物への影響を実感している方が

多い結果となりました。  

市民アンケート（暮らしの中で気候変動の影響を感じる項目の複数選択）  

 

19.0%

25.8%

31.4%

40.5%

56.9%

68.6%

96.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

動物の鳴く時期や生息域の変化

冬の寒さや雪の降り方の変化

桜の開花や紅葉の時期の変化

海で釣れる魚の変化

農作物の収穫量や品質への影響

風水害の増加
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３  分野ごとの影響評価  

国の気候変動適応計画では、7 つの分野における気候変動の影響を「重大性（影

響の程度）」、「緊急性（現に生じているか）」、「確信度（情報の確からしさ）」の観点

から評価しています。  

本市におい て、 特に 適応策を検討 すべき 項目は、兵 庫県地球 温暖化対策実行計

画、本市の地域特性及び市民アンケート結果をもとに、以下の図 9-１１から図 9-

17 のとおり整理しました。  

 

 

図 9-１１ 農業･林業･水産分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

農業  

水稲  ●  ●  ●  ◎  

野菜等  ◆  ●  ▲  ◎  

果樹  ●  ●  ●  ◎  

麦・大豆・飼 料作 物等  ●  ▲  ▲   

畜産  ●  ●  ▲   

病害虫・ 雑草等  ●  ●  ●  ◎  

農業生 産基 盤  ●  ●  ●  ◎  

食糧需 給  ◆  ▲  ●   

林業  
木材生 産（人工 林等）  ●  ●  ▲   

特用林 産物（ きのこ 類等 ）  ●  ●  ▲   

水産業  

回遊性 魚介 類（魚類 等の 生態）  ●  ●  ▲   

増養殖 業  ●  ●  ▲   

沿岸域･ 内水面 漁場 環境 等  ●  ●  ▲   

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】  

重 要 性  ● ： 特 に 重 大 な 影 響 が 認 めら れる  ◆ ： 影 響 が 認 めら れる  － ： 現 状 で は 評 価 で きない  

緊 急 性  ● ： 高 い  ▲ ： 中 程 度  ■ ： 低 い  － ： 現 状 で は 評 価 で きない  

確 信 度  ● ： 高 い  ▲ ： 中 程 度  ■ ： 低 い  － ： 現 状 で は 評 価 で きない  
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図 9-12 水環境･水資源分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

水環境  

湖沼・ダム湖  ◆  ▲  ▲   

河川  ◆  ▲  ■   

沿岸域 及び 閉鎖 性海域  ◆  ▲  ▲   

水資源  

水供給（ 地表水）  ●  ●  ●  ◎  

水供給（ 地下水）  ●  ▲  ▲   

水需要  ◆  ▲  ▲   

 

図 9-13 自然生態系分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

陸域  

生態系  

高山･亜 高山帯  ●  ●  ▲   

自然林･ 二次林  ◆  ●  ●   

里地･里 山生態 系  ◆  ●  ■   

人工林  ●  ●  ▲   

野生鳥 獣の 影響  ●  ●  ■   

物質収 支  ●  ▲  ▲   

淡水  

生態系  

湖沼  ●  ▲  ■   

河川  ●  ▲  ■   

湿原  ●  ▲  ■   

沿岸  

生態系  

亜熱帯  ●  ●  ●   

温帯・亜 寒帯  ●  ●  ▲  ◎  

海洋生 態系  ●  ●  ▲   

その他  

生物季 節  ◆  ●  ●   

分布･個 体群の 変動（在 来）  ●  ●  ●  ◎  

分布･個 体群の 変動（外 来）  ●  ●  ▲   

生態系サ ービス  ●  －  －   
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図 9-14 自然災害･沿岸域分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

河川  
洪水  ●  ●  ●  ◎  

内水  ●  ●  ●  ◎  

沿岸  

海面水 位の 上昇  ●  ▲  ●   

高潮・高 波  ●  ●  ●  ◎  

海岸浸 食  ●  ▲  ●   

山地  土石流・ 地すべ り等  ●  ●  ●  ◎  

その他  強風等  ●  ●  ▲   

複合的 な災害影 響  －  －  －   

 

図 9-15 健康分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

冬季の温暖化 冬季死 亡率 等  ◆  ▲  ▲   

暑熱  
死亡リ スク 等  ●  ●  ●  ◎  

熱中症 等  ●  ●  ●  ◎  

感染症  

水系・食 品媒介 性感 染症  ◆  ▲  ▲   

節足動 物媒 介感 染症  ●  ●  ▲   

その他 の感 染症  ◆  ■  ■   

その他  

温暖化 と大 気汚 染の複 合影響  ◆  ▲  ▲   

脆弱性 が高 い集 団への 影響  ●  ●  ▲   

その他 の健 康影 響  ◆  ▲  ▲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９章 気候変動の適応策 

 

90 

 

 

図 9-16 産業･経済活動分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

製造業  －  ◆  ■  ■   

食品製造業 －  ●  ▲  ▲   

エ ネ ル ギ ー エネルギ ー 需給  ◆  ■  ▲   

商業  －  ◆  ■  ■   

小売業  －  ◆  ▲  ▲   

金融･保 険  －  ●  ▲  ▲   

観光業  レジャー  ◆  ▲  ●   

自然資 源 を活用し たレジャー 業  ●  ▲  ●  ◎  

建設業  －  ●  ●  ■   

医療  －  ◆  ▲  ■   

その他  
海外影 響  ◆  ■  ▲   

その他  －  －  －   

 

図 9-17 国民生活･都市生活分野における影響評価  
 

大項目  小項目  
国の評 価  検討項 目  

（本市）  重大性  緊急性  確信度  

都 市 イ ン フ ラ 等 水道･交 通等  ●  ●  ●  ◎  

文 化 ・ 歴 史 等 を 

感 じ る 暮 ら し 

生物季 節･伝統 行事  ◆  ●  ●   

地場産 業等  －  ●  ▲   

その他  暑熱による生 活 への 影 響等  ●  ●  ●  ◎  
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４  気候変動影響への適応策  

 前項で◎を付し た本 市において影響が大 きいと考え られる代 表的 な項目につい

て、その影響を回避・軽減するため、以下の適応策を推進します。  

（１）農林水産業分野  

本 市の 特産 品等 に つい て 、 収穫時 期の 変化 や 高温 障害 等 に よる 品 質・ 収量 の 低

下や、病害虫の発生等が懸念されています。また、 従来はあまり例のなかった大規

模な豪雨等の自然災害 により農作物の被害の拡大が予測されています。生産者と

行政等が連携した適応策の推進が重要となります。  

本市の適応策の推進例  

  気候変動によって受ける影響の将来予測等を発信すること で生産者等の対策

を促します。  

  国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 や兵庫県南淡路農業改良

普及セ ンターが実施する 農作物の高温耐性品種の導入や技術改良等 に関する

情報を周知します。  

  市内の民間企業等と連携し、ドローン、ロボットや ICT 技術（センシング・情報

共有等）を活用した気候変動に適応した農業を推進します。  
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農作物を温暖化から守れ！ICT を活用した病害虫対策  

地球温暖化等の影響で、田畑における病害虫（ハスモンヨトウなど）の飛来に

よる被害が拡大しています。 本市内で生産者向けのコンサルティング を行う株

式会社農社では、独自に開発した画像解析技術を備えた虫トラップを田畑に設

置し、ス マートフォンなどで虫の飛来状況を確認することができる シス テム「ム

シ ミエ ー ル 」 を 提供 して い ま す 。 生産 者は 、こ うし た 情報 を も とに 、 虫 の防 除措

置の実施タイミングなどを検討することができます。  

 

飛来虫数の見える化システム（イメージ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           誘虫数と平均気温  

 

 

 

 

 

（出所）株式会社農社  
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五色地区で無農薬栽培されたたまねぎ（左）と温暖化に対応した育苗の様子（右）  

 

（出所）花岡農園  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高温に負けない！兵庫県のオリジナル米の開発  

本市が位置する兵庫県南部で主に栽培されている米（水稲うるち米）の品種

キヌヒカリは、背丈が低いため倒伏性が強く、食味もコシヒカリと同等の品種と

して人気を集めています。その一方、暑さに弱い面があり、昨今の酷暑により米

が白く濁る未熟粒などが 発生しています。そこで 平成 28（2016）年度から、

兵庫県と JA グループ兵庫が連携してキヌヒカリに代わる高温に強い新品種の

開発に取り組んできました。まずいろいろな品種を交配して 3 年かけて 1 万系

統を作り出し、そこから 2 年で 70 系統を選抜。６年目からは食味試験や実際

に生産者の圃場で栽培する現地実証なども行い、さらに選抜を重ねて１系統に

絞り込みまし た。令和 ７（2025）年度には新品種「コ・ノ ・ホ・シ 」 として一般栽

培を開始する予定です。  

（写真）高温に対する強さを判断するための屋外（左）、屋外（右）での栽培試験  

 

 

 

 

 

 

 

（出所）兵庫県広報紙「県民だよりひょうご」  

 

温度・水 分を一定に 保ち 発芽時 期 を揃 えるための育苗 箱  
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（２）水環境･水資源分野  

本市は、大規模な河川が無いことから水不足に悩まされ、特に農業分野において、

数多くのため池が築 造されてい ます 。今後 、洲本川等 の公共用 水域（河川） の水温

上昇に伴う水質の変化や年間降水日数の減少等による渇水リスクの増加が懸念さ

れています。  

引き続き、水資源の有効活用や水質の監視を行う必要があります。  

本市の適応策の推進例  

  兵庫県が行う公共用水域の常時監視（継続的な水質調査） と情報共有を図りま

す。  

 

（３）自然生態系分野  

気候変動により、生物季節の変化（さくらの開花時期や紅葉の時期） や外来種の

増加等の影響が既に生じており、今後の更なる顕著な影響が危惧されています。ま

た、陸域・淡水・沿岸・海洋 の各生態系は密接に関わりを持ち、気候変動に対し全て

生態系が個のものとして変化することを踏まえて、適応策を講じる必要があります。  

本市の適応策の推進例  

  気候変動により引き起こされる生物多様性の損失 （種の絶滅など）や生態系サ

ービスの低下に関して、市民への普及啓発を実施します。  

  地域の環境保全団体と連携して、 既に市内に定着している特定外来生物（ ナル

トサワギク、ナガエツルノゲイトウなど）の駆除を推進します。  

 

市内で確認される特定外来生物：ナルトサワギク（左）、ナガエツルノゲイトウ（右）  
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（４）自然災害･沿岸域分野  

台風の発生頻度の増加や豪雨による洪水 災害、土砂災害、浸水 被害等 の増加が

懸念されます。  

本市の適応策の推進例  

  洲 本市 電子 ハザ ー ドマ ップ に より 、 市 内の土 砂災 害・ 洪水 ・津波・ 高潮 ・た め 池

に係るハザードマップをインターネット上の地図 で確認できるようにします。  

  避 難訓 練と 合わ せ た防 災教 育の実 施 や防災と 福祉 の連携 等 、様 々な 機会 づ く

りにより、防災思想・意識の向上を図るとともに、普及啓発に努めます 。  

  他市町等との相互応援協定の締結を推進します。  

  公共施設等の耐震化や社会基盤施設の老朽化対策等を推進 します。  

 

（５）健康分野  

 平 均 気温 の 上昇 は 、熱 ス ト レス の 生理 学的 影 響 に より 、 循環 器系 ・ 呼 吸器 系 に疾

患を持つ人や高齢者の死亡リスクを高めることが確認されています。  

 ま た、熱中症 搬送者 数 の増加や感染症 を 媒介する蚊 の生息域 の北上等の恐れも

指摘されています。  

本市の適応策の推進例  

  洲本市愛育連合会等 と 連携して、高 齢者 の 個別訪問時 に熱 中症 対策を呼び掛

けるチラシを配布するなど、熱中症予防の普及啓発を図ります。  

  一人暮らしの高齢者等については、民生委員と連携し、訪問時の熱中症予防の

呼びかけ等を推進します。  

  熱中症特別警戒アラ ートの発表 時 に備え 、 クーリン グシェ ルター の設置を推進

します。  

  感染症の発 生状況 や 媒介す る生物 等の情 報を収集 し、 市民へ の 情報提供 を行

います。  

 

（６）産業･経済活動分野  

 本市では、温泉や海水浴 など、自然資源を活用したレジャーを目的とする観光客

が多く来訪されます。気候変動による災害の増加等を見据えて、観光業界と連携し

た備えが求められています。  

本市の適応策の推進例  

  気候変動の影響による災害等のリスクに関して、観光業界等との情報共有を図

ります。  

  災害時にホテル・旅館等宿泊施設を避難受入施設として迅速に提供できるよう 、

宿泊関係団体等との協定締結等を進めます。  
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（７）国民生活･都市生活分野  

風水害による生活インフラへの備えや防災力強化を図るとともに、中心市街地に

おけるヒートアイランド対策を進める必要があります。  

本市の適応策の推進例  

  災害による市民生活への影響を最小限に抑え るため 、ライフライン事業者と の

連携を強化し、公共機関、水道、通信などの重要インフラ施設の 防災・減災対策

を進めます。  

  太陽光発電設備・蓄電池等の自立・分散型エネルギーシス テムの導入を推進し

ます。  

  中心市街地におけるヒートアイランド現象を抑制するため、緑化や 保水性舗装

などの対策を推進します。  
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第１０章 計画の推進体制・進行管理 

 

１  計画の推進体制  

本計画は、行 政だけ でなく 、 市民や市 民団 体、地域 の企業 ・事業 者 などあらゆる

主体が参加・連携することが必要です。  

特に、再生可能エネルギーの導入を促進するためには、こういった関係者が共通

の目標を目指して取 り組むことが 大切で す。このため 、 計画の 推進に際しては 、個

別の協議会を設置することも視野に入れ、庁内外を問わず、広く関係団体 と連携・

協調を図ることとします。  

また、国や県からは 計画推進における連携や補助・助言を得るものとし、 近隣自

治体とも情報交換等を密にし、必要に応じ連携、協力を行います。  

 

２  計画の進行管理  

（１）計画の周知  

市ホームページや広報誌など、様々な媒体や機会を通じて、市民・市内事業者等

への周知に努めます。  

 

（２）計画の進行管理  

計画の進行管理にあたっては、国や県、他 の自治体の動向も踏まえて、関係者が

集まる協議会において、具体的な取組の実施状況に関する点検・評価を行っていき

ます。  

計 画 の 進 行 は 、 「Plan(計 画)」 ・

「Do(実 施)」 ・ 「Check(点 検 ・ 評

価)」 ・ 「Act ion(見 直 し)」 の PDCA

サ イ ク ル で 管 理 し て い き ま す 。 毎 年 度

の報告を行い、各施策についての取組

結 果 を 公 表 し ま す 。 ま た 、 計 画 の 最 終

年度には、総合的な達成状況の評価を

行い、次期計画策定につなげます。  

 

３  計画の見直し  

計画期間中に市勢の変化等に伴いエネルギー使用状況や温室効果ガス排出状況

が 著 し く 変 動 した 場合 等 に は 、 計 画の 目標 や 省 エネ 化 及び 温室 効 果 ガス 削 減措 置

の 合 理 性が 失 わ れ るこ と が 予 想 され る こと か ら 、 そ の よう な 状況 下 で は 計画 の 見

直しについて検討するものとします。  

Plan
【計画】

Do
【実行】

Check
【点検・評価】

Act
【見直し】

PDCAサイクル
による進行管理

計画の見直し
施策・事業の改善

施策・事業の点検・評価
目標・管理指標の点検・評価

施策の推進
事業の実施

計画の策定
施策・事業の立案
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１．用語集 
 

 あ  

 

エコアクション２１  

環境省が策定した日本独自の環境マネジメントシス テム（EMS）であり、PDCA

サイクルと呼ばれるパフォーマンスを継続的に改善する手法を基礎として、組織や

事業者等が環境への取り組みを自主的に行うための方法を定めている。  

 

エコドライブ  

燃料消費量や二酸化炭素（CO 2 ）排出量を減らし、地球温暖化防止につなげる運

転 技 術や 心 がけ のこと 。 エ コ ドラ イ ブ には、 発 進 時の 加速 を緩や か に す る 、 加速 減

速の少ない運転をする、停止するとき に早めにアクセ ルから 足を離す、エアコン の

使用を控えめにすることなどがある。  

 

エネルギー起源 CO 2  

燃 料 の使 用、 他人 から 供給 さ れた 電気 の使 用 、他 人 か ら 供 給さ れ た 熱の 使用 に

伴って排出される二酸化炭素（CO 2 ）のこと。  

 

オープン型宅配ボックス  

 自宅ではなく駅、店舗、公共施設等に設置され、このボックスに荷物を届けてもら

うことで、仕事帰りなど配達時間外にいつでも受け取ることができる。  

 

置き配バッグ  

布等でできた簡易的な宅配ボックスで、玄関先などに吊り下げることができ、留

守中であっても宅配物を受け取ることができる。  

 

温室効果ガス  

地球温暖化の原因となる温室効果を持つ気体のこと。「地球温暖化対策の推進に

関する法律」では、二酸化炭素（CO 2 ）、メタン（CH 4 ），一酸化二窒素（N 2 O），代替

フ ロ ン 等 ４ ガ ス(ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン 類 （HFCs） 、 パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン 類

（PFCs），六ふっ化硫黄（SF 6 ）、三ふっ化窒素（NF 3 ）)の７つの温室効果ガスを対

象とした措置を規定している。  
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 か  

 

カーボンニュートラル  

二酸化炭素 などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量 と、森林等の吸

収源による除去量との間の均衡を達成すること。  

 

気候変動  

地球の大気の組成を変化させる人間活動に直又は間に起因する気候の変化であ

って、比較可能な期間 において観測される 気候の自然な変動に対して追加的に生

ずるもの。  

 

吸収源  

大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスを吸収し、比較的長期間 にわたり 固定

することのできる海洋や森林のこと。  

 

クラウドファンディング  

不 特 定多 数の 人 が 、イン タ ーネ ット 等 を通 じて 、 他 の 人々 や 会社 、各 種 団体 に 資

金提供などを行うこと。  

 

クーリングシェルター  

気候変動適応法 に基づいて、適当な冷房設備 を有する等の要件を満たす施設を、

誰もが利用できる暑さをしのげる施設として、市町村長が指定した施設のこと。  

 

公共用水域  

河川、湖沼、港湾、沿岸海域 その他公共の用に供される水域及びこれに接続する

公共溝渠、灌漑用水路その他公共の用に供される水路のこと。  

 

高効率給湯器  

エネルギーの消費効率 に優れた給湯器。従来 の瞬間型ガス 給湯器 に比べて設備

費は高いが、CO 2 排出削減量やランニングコストの面で優れている。潜熱回収型・

ガスエンジン型・CO 2 冷媒ヒートポンプ型等がある。  

 

 さ  

 

再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 促 進 を 支 援 す る こ と を 目 的 と し て 、 環 境 省 が 令 和 ２

（2020）年に開設したポータルサイトのこと。再生可能エネルギーの種類別に地域

ごとの導入ポテンシャル情報を提供している。  
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自立・分散型エネルギーシステム  

従 来の 大規 模集 中的 な 発 電所 に代 わっ て 、分 散 した 小規 模の 発電 シス テム を 地

域に設置することで、地域が自立的に電力をまかなうシステムのこと。  

 

食品ロス  

本来食べられるのに捨てられてしまう食品のこと。  

生態系サービス  

食料や水の供給、気候の安定など、自然（生物多様性）から得られる恵みのこと。  

 

生物季節  

植物や動物が季節の変化に対して応答を示す生物現象のこと。毎年継続的に観

測することで季節の遅れや進み、気候の違い等を総合的に知ることができる。  

 

生物多様性  

自然生態系を構成 す る動物、植物 、微生物 など地球上の豊か な 生物種の多様性

とその 遺伝子の多様 性、 そ して地 域ご との 様々な生態系の多 様 性をも意味 す る包

括的な概念のこと。  

 

 た  

 

脱炭素  

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、植林・森林管理等による

吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。  

 

適応策  

既に起こりつつある気候変動影響への防止・軽減のための備えをすること。  

 

デコ活  

二 酸化炭素 （CO 2 ） を減ら す （DE）脱炭 素（Decarbonizat ion)と 、 環境 に 良

い エ コ （Eco） を 含 む”デ コ”と 活 動 ・ 生 活 を 組 み 合 わ せ た 新 し い 言 葉 。 環 境 省 に お

いて、２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０年度削減目標の実現に向けて、国

民・消費者の行動 変 容、 ラ イフス タイル 変 革を強力に後 押し す る新しい国 民運動と

して「デコ活」を展開している。  

 

てまえどり  

購入してすぐに食べる場合に、商品棚の手前にある商品等、販売期限の迫った商

品を積極的に選ぶ購買行動のこと。  
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電気自動車  

電気エネルギーで走行する自動車のこと。走行中にまったく排気ガスを出さず、

騒音も少ないことが特徴。  

 

電気排出係数  

電気の供給１kWh あたりの CO 2 排出量を示した係数のこと。値が小さい程、電

力を生み出すために排出した CO 2 が少ないことを示す。電気事業者ごとに異なり、

環境省によって毎年公開されている。  

 

特定外来生物  

外来生物（海外起源の外来種）であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ

被害を及ぼすもの、又は及ぼすおそれがあるものとして、外来生物法の指定を受け

た生物のこと。  

 

 な  

 

ナガエツルノゲイトウ  

主 に 水辺 で生息 す るヒ ユ 科の多 年草 であり 、 河川 、水 路、 水田 な ど で生 息し 、 繁

茂すると稲の倒伏、減収、機械の作業性の低下に繋がる。平成１7（2005）年に外

来生物法に基づく「特定外来生物」 に指定され、人為的に拡散させる原因となるよ

うな行為が規制されている。  

 

ナルトサワギク  

アフリカのマダガス カル 原産の外来種であり、繁殖力が強く、毒を含んでいるた

め 、 日 本 本 来 の 植 生 等 に 重 大 な 悪 影 響 を 与 え る 恐 れ が あ る 。 そ の た め 、 平 成 １ ８

（2006）年に外来生物法に基づく「特定外来生物」に指定され、人為的に拡散させ

る原因となるような行為が規制されている。  

 

燃料電池  

電気化学反応によって燃料の化学エネルギーから電力を取り出す（＝発電する）

電池のこと。燃料には方式によって、水素、炭化水素、アルコールなどが用いられて

いる。  

 

熱ストレス  

身体が生理的障害なしに耐え得る限度を上回る暑熱のこと。  
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熱中症警戒アラート  

熱中症の危険性に対する「気づき」を促すものとして、 府県予報区等内 において、

いずれかの暑さ指数情報提供地点における翌日・当日の日最高暑さ指数（WBGT）

が 33（予測値）に達する場合に発表される。  

 

 は  

 

バイオディーゼル  

菜種油等の植物由来の食用油(新油) や、これらを家庭や飲食店等において調理

で使用した後に発生する使用済みの食用油 (廃食用油)を、化学反応によって、デ

ィーゼルエンジンで利用できるようにした燃料のこと。  

 

バイオマス  

もとは生物の量を意味するが、食品残渣（生ごみ）、剪定枝（枝の切りくず）、家畜

ふん尿等、化石燃料を除いた生物由来の有機エネルギー資源を指す。  

 

ハスモンヨトウ  

成虫は体長約 15～20mm、翅開張約 35～42mm で、前翅に斜めに交差して

走る数条 の淡褐色 の 縞模様が目 立つ蛾 。 広食性の虫 であり 、野 菜、畑作 物、 花 き、

果樹に まで被害 が及 ぶ。野菜 におい ては サトイモ 、ヤ マノイ モ、 キャ ベツ、 ナス に発

生加害が多い。  

 

パリ協定  

平成 27（2015 年）に「気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）」で

採択された温室効果 ガス排出削減等のための国際枠組み。世界の平均気温上昇を

産業革命前と比べて 2℃未満に抑える（2℃目標）とともに 1.5℃未満に抑える努

力を継続すること、今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出量を実質ゼロ（排出量

と吸収量を均衡させること）とすること等が盛り込まれている。  

 

ヒートアイランド現象  

人 工的 な構造 物や 排熱 の増加 、自 然 な 地面 の減少 に よって 、都市 の中心 部の 気

温が郊外に比べて島状に高くなる現象のこと。  

 

フードドライブ  

家庭や事業所にある未使用の缶詰やレトルト 食品など保存可能 な賞味期限内 の

食品を持ち寄り、フードバンク団体等に寄付する活動のこと。  
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ブルーカーボン  

沿岸・海洋生態系が光合成により CO₂を取り込み、その後海底や深海に蓄積さ

れる炭素のこと。ブルーカーボンの主要な吸収源としては、藻場（海草・海藻） や塩

性湿地・干潟、マングローブ林があげられる。  

 

保水性塗装  

保 水さ れた水 分が蒸発 し気 化熱が 奪われる こ とに より 、 路 面温度 の上昇 を抑 制

する機能を有する舗装のこと。  

 

 ら  

 

ライフスタイル  

人々の生活様式、行動様式、思考様式 といった生活諸側面 の社会的･文化的･心

理的な差異を全体的な形で表現した言葉。  

 

 英数字  

 

3R  

Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）の３つのＲ

の総称。Reduce（リデュース）は、製品をつくる時に使う資源の量を少なくするこ

とや廃棄物の発生を 少なくするこ と。Reuse（リユ ース ） は、使 用済製品 やその部

品 等 を 繰 り 返 し 使 用す る こ と 。Recycle（ リ サ イ ク ル ） は 、 廃 棄 物 等 を 原 材 料 や エ

ネルギー源として有効利用すること。  

 

BAU  

Business as  usual の頭文字を取ったもので、特段の対策のない自然体のケ

ースのこと。  

 

BEMS  

「Bui ld ing  Energy Management System 」の略称で、建物に設置され

た設備、機器等のエネルギー使用量を「見える化」するとともに、効率よく「制御」す

ることで、エネルギー消費量の最適化・低減を図るシステムのこと。  

 

e-バイク  

スポーツバイクに電動アシストユニットを取り付けした自転車のこと。  
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FCV  

「Fuel  Cel l  Vehic le（燃料電池自動車）」の略称で、燃料電池で水素と酸素の

化学反応によって発電した電気エネルギーを使って、モーターを回して走る自動車

のこと。  

 

HEMS  

「Home Energy Management System （家庭用のエネルギー管理システ

ム）」の略称で、電気やガス等のエネルギー使用状況を適切に把握・管理し、削減に

つなげる。HEMS では、家庭内の発電量（ソーラーパネルや燃料電池等）と消費量

をリアルタイムで把握して、電気自動車等のリチウムイオンバッテリー等の蓄電をす

ることで細やかな電力管理を行うもの。  

 

IPCC  

Intergovernmental  Panel  on Cl imate  Change（国連気候変動に関

する政府間パネル）の略で、UNEP（国連環境計画）と WMO（世界気象機関）が共

同で昭和６３（1988）年 11 月に設置した機関。気候変動に関する科学的な知見や

環 境影 響評価 、 今後 の 対策 のあ り方 につい て検 討を 進め 、 国際 的 な 対策 を進 展さ

せるための基礎となる情報を集積し、公表している。令和４（2022 年）に第６次評

価報告書が公表された。  

 

Ｊ-クレジット  

省エネルギー設備や再生可能エネルギーによる温室効果ガス排出量の削減量や、

適 切な 森林管 理に よる 温室 効果 ガス の吸収 量 を 国が「 クレ ジ ット 」 とし て認 証す る

制度のこと。  

 

LED 照明  

発光ダイオード(LED)を光源に使用した照明器具。小型、長寿命であり白熱電球

の代替として有効。  

 

PDCA  

事業などの活動の管理を円滑に進める手法で、Plan（計画の策定）→Do（計画

の 実 行） →Check（点 検 ・評 価 ）→Act ion（ 見 直 し ）の ４ 段 落を繰 り 返 すこ と に よ

り継続的な改善を実現するもののこと。  

 

RCP8.5  

「Representat ive  Concentrat ion Pathway （代表的濃度経路）」の略

称 で 、後 ろの数 字は放 射強制 力（ 地球温暖 化 を 引き起 こす 効果 ）を 表し 、値 が大 き

いほど、温暖化が深刻な状態となる。RCP8.5 は、予測される気温上昇が最も高

いシナリオ。  
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V2H  

「Vehic le to  Home」の略称で、電気自動車等から電力を取り出し、住宅へ供

給する装置のこと。  

 

ZEB（ゼブ）  

「Net  Zero  Energy Bui ld ing 」の略称で、快適な室内環境を実現しながら、

省エネルギーにより使用するエネルギーを減らし、再生可能エネルギーにより使用

するエネルギーを創ることで、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロ

にする建物のこと。（下図のとおり区分あり）  

 

 

（出所）環境省 ZEB PORTAL「ZEB の定義」をもとに作成  

 

ZEH（ゼッチ）  

「Net  Zero  Energy House」の略称で、快適な室内環境を実現しつつ、省エ

ネルギーにより使用するエネルギーを減らし、再生可能エネルギーにより使用する

エネルギーを創ることで、建物で消費するエネルギーの収支をゼロにする家のこと。  
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２．アンケート結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜属性分析＞
性別 年齢

住居の形態お住まいの地域

有効回答数：３０６

40.8%

53.9%

5.2%

男性

女性

選択しない

7.2%

9.5%

16.0%

14.4%
16.0%

20.6%

14.4%

2.0%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

未回答

10.1%

32.4%

25.2%

23.2%

4.9%

4.2%

安乎・中川原

加茂・大野・千草・納・鮎屋

五色

内町・外町・潮・物部・上物部

由良・上灘

未回答

74.8%

2.6%
0.7%

15.0%

2.3%

4.6%

持ち家一戸建て

賃貸一戸建て

持ち家集合住宅

賃貸集合住宅

その他

未回答

～29歳
（n=５１）

30～49歳
（n=９３）

70歳～
（n=４３）

50～69歳
（n=１１２）

１．認知に関する設問

【質問】政府が温室効果ガス排出量を２０３０年度までに２０１３年度から４６％削減する目標を掲げていることを知っていましたか。

➢ 政府の削減目標について、市民の半数弱が認知

➢ 年齢区分による認知度の差異はさほど大きくないが、５０歳以上で認知度は向上する傾向

年齢区分ごとの結果

有効回答数
（n=３０４）

47.0%

53.0%

知っていた

知らなかった

43.1%

56.9%

43.0%

57.0%

51.8%48.2% 48.8%
51.2%

市民向けアンケート結果  
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～29歳
（n=５１）

30～49歳
（n=９３）

70歳～
（n=４４）

50～69歳
（n=１１２）

２．関心に関する設問

【質問】あなたは、地球温暖化対策に関心がありますか。

➢ 市民の８3%が地球温暖化対策に「関心がある」と回答

➢ 年齢層が上がるほど、関心度は向上する傾向。７０歳代以上では「とても関心がある」割合が３６％となっている。

年齢区分ごとの結果

有効回答数
（n=３０５）

21.0%

61.6%

13.1%

4.3%

とても関心がある

どちらかといえば関

心がある

どちらかといえば関

心がない

関心がない

17.6%

54.9%

23.5%

3.9% 10.8%

64.5%

16.1%

8.6%

24.1%

64.3%

8.9%

2.7%

36.4%

59.1%

4.5%

～29歳
（n=５１）

30～49歳
（n=９３）

70歳～
（n=４４）

50～69歳
（n=１１２）

３．気候変動の影響に関する設問①

【質問】あなたは、気候変動が自身の生活に影響を及ぼすと感じますか。

➢ 市民の大半（９３％）が「気候変動が（自身の生活に）影響を及ぼす」と回答

➢ 年齢層が上がるほど、影響を感じる割合が増加する傾向にある。

年齢区分ごとの結果

有効回答数
（n=３０５）

51.1%

42.0%

1.3%

2.6% 3.0%

とても影響を及ぼすと

感じる

どちらかといえば影響

を及ぼすと感じる

どちらかといえば影響

を及ぼすと感じない

影響を及ぼすと感じな

い

わからない

47.1%

43.1%

3.9%

2.0%

3.9%

44.1%

45.2%

2.2%
5.4%

3.2%

53.6%
42.0%

1.8%
2.7%

63.6%

34.1%

2.3%
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４．気候変動の影響に関する設問②

【質問】暮らしの中で気候変動の影響を感じる項目を選択して下さい（複数回答可）

➢ 市民の大半は「夏の暑さ」を感じており、「風水害の影響」や「農作物の収穫量や品質への影響」を感じている市民も多い。

熱中症など高齢者、児童への体調への影響／海流や偏西風等の変化／台風の強さ／春と秋が短い などその他の回答（自由記述）

19.0%

25.8%

31.4%

40.5%

56.9%

68.6%

96.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

動物の鳴く時期や生息域の変化

冬の寒さや雪の降り方の変化

桜の開花や紅葉の時期の変化

海で釣れる魚の変化

農作物の収穫量や品質への影響

風水害の増加

夏の暑さ

（参考）気候変動の影響の感じ方に関する地域別の差異

【質問】暮らしの中で気候変動の影響を感じる項目を選択して下さい（複数回答可）

➢ 「夏の暑さ」「風水害の増加」「冬の寒さ・雪の降り方の変化」は地域による差はあまり見られない。

➢ 一方、由良・上灘地区は他地域と比べて変化の感じ方に差異があり、「海で釣れる魚の変化」「桜の開花や紅葉の時期の変化」
「動物の鳴く時期や生息域の変化」は特に変化を感じており、「農作物の収穫量や品質への影響」は変化を感じる割合が低く、
自然環境や生活の仕方による影響が色濃く出ている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

動物の鳴く時期や生息域の変化

冬の寒さや雪の降り方の変化

桜の開花や紅葉の時期の変化

海で釣れる魚の変化

農作物の収穫量や品質への影響

風水害の増加

夏の暑さ

由良・上灘

内町・外町・潮・物部・上物部

五色

加茂・大野・千草・納・鮎屋

安乎・中川原

差分：４１ポイント

差分：２９ポイント

差分：２２ポイント

差分：２７ポイント



巻末資料 

 

110 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～29歳
（n=５１）

30～49歳
（n=９３）

70歳～
（n=４2）

50～69歳
（n=１０９）

５．負担に関する設問

【質問】あなたの日常生活における、地球温暖化対策への取組姿勢に最も近いものを選んで下さい。

➢ 市民の６割弱が「負担をかけてでも」或いは「多少の負担であれば」取り組みたいと回答。

➢ 年齢層が上がるほど、負担をかけてでも取り組みたいという傾向は強い。

年齢区分ごとの結果

有効回答数
（n=３０１）

4.0%

54.2%

37.2%

4.0%

0.7%

負担（手間・時間・費用な

ど）をかけてでも、積極的

に取り組みたい

多少の負担であれば、可

能な範囲で取り組みたい

負担が生じない範囲であ

れば、取り組みたい

負担の有無に関わらず、

取り組むつもりはない

その他

3.9%

41.2%

51.0%

3.9%

1.1%

50.5%
40.7%

7.7%

4.6%

62.4%

30.3%

2.8%
7.1%

61.9%

31.0%

６．取組に関する設問①

【質問】次の地球温暖化対策の取組のうち、取り組まれている項目をすべて選んで下さい（複数回答可）

➢ 廃棄物の削減に資する取組（マイバッグ持参・３R等）や節電に関する取組は、比較的市民生活に浸透

➢ 一方で、移動に関する取組や電力契約に関する取組は、実施率が低い傾向

服装に工夫（夏は短パン、冬は厚着など）／地元の商店を利用し、宅配やネット注文はしない などその他の回答（自由記述）

4.6%

3.6%

6.9%

8.5%

9.2%

17.3%

26.1%

29.7%

33.3%

39.5%

39.9%

42.8%

65.7%

72.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特にない

移動の際は、なるべく自家用車ではなく公共交通機関を利用している。

電力会社と二酸化炭素の排出量が少ない電気メニューを契約している。

移動の際は、なるべく自家用車ではなく自転車・徒歩で移動している。

生ごみの堆肥化に取り組んでいる。

洲本市内で採れた食材を優先して購入している。

生活用品は環境負荷の小さいもの（自然素材、詰替可能なもの等）を選んでいる。

再配達の防止（宅配ボックス、置き配バッグの活用など）に取り組んでいる。

冷暖房時の室温設定を適切にしている。

節水に努めている。

食料品の食べきりやお店での手前どりなどの食品ロス対策に取り組んでいる。

電気製品のスイッチをこまめに切ったり、コンセントから抜いたりしている。

ごみの減量・分別・リサイクルに取り組んでいる。

マイバッグ・マイボトルを持参している、不要な包装は断っている。
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（参考）地球温暖化対策の取組の「実施項目数」の分析
➢ 全１３項目の「実施項目数」の平均値は３．８４であり（中間値は４）、年齢別では、年齢層が上がるほど実施項目数は高い傾向

実施項目数別の回答割合

実施項目数

回
答

者
の

割
合

平均値

３．２０項目～29歳

３．６１項目30～49歳

４．１８項目50～69歳

４．２７項目70歳～

３．８４項目全世代

世代別の実施項目数の平均値

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

７．取組に関する設問②

【質問】次の設備等の導入について、設置・所有しているものをすべて選んで下さい。（複数回答可）

➢ LED照明は77％と導入率が最も高く、次いで、省エネ家電、高効率給湯器がそれぞれ３０％程度

➢ エネファームは導入率が１％未満であり、普及啓発・認知向上が課題と思慮

1.6%

0.7%

4.9%

5.9%

6.5%

13.1%

16.3%

23.9%

24.5%

30.1%

31.4%

77.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

家庭用燃料電池システム（エネファーム等）

太陽熱利用システム（温水器等）

家庭用生ごみ処理容器・生ごみ処理機

蓄電池

宅配ボックス・置き配バッグ

太陽光発電設備

断熱窓（ペアガラス、二重窓等）

ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）

省エネ家電（高効率エアコンなど）

ＬＥＤ照明
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（参考）太陽光発電・EV等の導入に関する住居形態別の分析
➢ 太陽光発電設備の導入率については、戸建住宅（持ち家）や約２割だが、集合住宅は２％しか導入されていない。

➢ 一方、電気自動車は、戸建住宅（持ち家／賃貸）、集合住宅（賃貸）で差異はほぼなし。

導
入

率

居住形態別の太陽光発電設備及び電気自動車等の導入率の差異

19.2%

24.5%

12.5%

25.0%

2.2%

26.1%

0%

10%

20%

30%

40%

太陽光発電設備 ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車

戸建住宅（持ち家） 戸建住宅（賃貸） 集合住宅（賃貸）

７．取組に関する設問③

【質問】次の設備等の導入について、現在は設置・所有していないが、今後、設置・所有される可能性があるものをすべて選んで下さい。
（複数回答可）

➢ 導入ニーズは、LEDが最も高く、次いで、省エネ家電、EV等、宅配ボックス・置き配バッグ、蓄電池の順で高くなっている。

➢ エネファームや太陽熱利用システムはニーズが３～４％程度と低く、普及啓発・認知向上が課題と思慮

3.3%

3.6%

4.2%

6.2%

8.5%

11.8%

12.1%

14.1%

17.6%

18.0%

20.9%

22.9%

0% 10% 20% 30%

その他

太陽熱利用システム（温水器等）

家庭用燃料電池システム（エネファーム等）

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）

太陽光発電設備

断熱窓（ペアガラス、二重窓等）

家庭用生ごみ処理容器・生ごみ処理機

蓄電池

宅配ボックス・置き配バッグ

ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車

省エネ家電（高効率エアコンなど）

ＬＥＤ照明
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８．情報収集に関する設問

【質問】地球温暖化対策に関する情報をどこから入手することが多いですか（複数回答可）

➢ 地球温暖化対策に関する情報は、テレビ・ラジオ（８４％）、インターネット（５６％）、新聞・書籍・雑誌等（４１％）で入手する市
民の割合が高い。（行政広報紙で情報収集する割合は２割弱）

➢ 地域コミュニティや環境保全活動を通じて情報収集される割合は低い。

4.6%

2.9%

4.6%

17.3%

17.3%

40.5%

56.2%

83.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特に入手することはない

地域コミュニティにおける交流

環境保全活動など（自然観察会、授業など）

行政広報紙

家族・友人との会話

新聞・書籍・雑誌等

インターネット（SNS含む）

テレビ・ラジオ

（参考）世代別の情報収集の方法
➢ 新聞・書籍・雑誌や行政広報紙等の紙媒体の情報ツールは、７０歳以上の高齢者の活用割合が高い傾向にある。

➢ 他方、インターネットについては、５０歳未満の方の活用割合が高い。

➢ テレビ・ラジオは年齢層を問わず、活用割合が高い。

【質問】地球温暖化対策に関する情報をどこから入手することが多いですか（複数回答可）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特に入手することはない

地域コミュニティにおける交流

環境保全活動など（自然観察会、授業など）

行政広報紙

家族・友人との会話

新聞・書籍・雑誌等

インターネット（SNS含む）

テレビ・ラジオ

70歳～

50～69歳

30～49歳

～29歳
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９．役割に関する設問①

【質問】地球温暖化対策を進める上で重要と考える主体を選んで下さい。（複数回答可）

➢ 地球温暖化対策を進める主体として、行政機関が重要と考える割合は８割強。次いで企業が５４％、市民が５２％

先端技術の研究機関 などその他の回答（自由記述）

2.3%

8.2%

8.8%

52.3%

54.2%

83.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

わからない

NPO法人

市民

企業

国・県・市等の行政機関

１０．役割に関する設問②

【質問】脱炭素社会の実現に向けて、市民の皆さまが担うべきと考える役割を選んで下さい。（複数回答可）

➢ 市民の担う役割として「日常生活での省エネの取組」との回答は７２％あり、省エネは重要な市民の役割として広く認知

➢ 子どもたちへの環境教育については、３６％の市民が自らの役割と認識

➢ 他方で、住宅への太陽光発電設備の導入や省エネリフォームを市民の役割と捉える割合は１～２割程度の高いとはいえない。

スーパーでの販売トレーなどの統一が望ましい／市民より影響が大きい法人が積極的に取り組むべき などその他の回答（自由記述）

9.2%

11.1%

16.0%

25.5%

27.5%

35.9%

71.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

わからない

省エネ住宅へのリフォーム・新築

住宅への再生可能エネルギー設備（太陽光発電等）の導入

移動による環境負荷の低減（徒歩・自転車の利用、公共交通

の利用、ハイブリッド車・電気自動車の購入など）

住宅への省エネ機器の導入

子どもたちへの環境教育

日常生活での省エネの取組
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１１．市政に関する設問①

【質問】洲本市は地球温暖化対策に取り組むべきと考えますか。あなたの考えに最も近いものを選んで下さい。

➢ 洲本市は地球温暖化対策に「積極的に取り組むべき」と回答した割合は５割弱で、「どちらかというと取り組むべき」と
合わせると８８％に達する。

有効回答数
（n=２９４）

45.9%

41.8%

1.0%
1.7%

7.5%

2.0%

積極的に取り組むべき

どちらかというと取り組むべき

どちらかというと取り組むべきでない

取り組むべきでない

わからない

その他

12．市政に関する設問②

【質問】洲本市が今後特に力をいれるべきと考える地球温暖化対策の取組を３つまで選んで下さい。（複数回答可）

➢ 市が今後力を入れるべき地球温暖化対策の取組としては、「公共交通機関の充実」を４割弱以上の市民が選択

➢ 建物・設備（自動車含む）の脱炭素化に対する各促進策については、概ね２～３割の市民が選択

コンパクトシティ化／住居の断熱などのリフォームへの補助金、高齢者にも若者にも喜ばれる公共交通の充実 などその他の回答（自由記述）

6.9%

3.6%

8.5%

19.3%

20.3%

21.2%

22.2%

24.2%

26.1%

27.8%

27.8%

28.1%

37.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

わからない

その他

自転車利用の促進

公共施設の省エネ化等の率先的な対策

環境教育を通じた意識啓発の推進

地球温暖化対策等に関する情報発信

事業所の省エネ対策（省エネ設備導入・建物の断熱化等）の促進

自動車の低炭素化の促進（電気自動車への補助金等）

事業所の再生可能エネルギー（太陽光発電等）の促進

ごみの減量化の対策・啓発

住宅の省エネ対策（省エネ家電導入・住居の断熱化等）の促進

市域の緑化・森林保全

公共交通機関の充実
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＜属性分析＞
事業形態 本社／支社の別

事業所の延床面積

事業所の従業員数

有効回答数：３1

36.7%

33.3%

10.0%

6.7%

13.3%

事業所（オフィス等）

工場・作業場

店舗

宿泊施設

その他

25.8%

38.7%

12.9%

22.6%

0.0% 10人未満

10人以上

50人未満

50人以上

100人未満

100人以上

500人未満

500人以上93.1%

6.9%

本社

支社

13.3%

13.3%

6.7%

36.7%

30.0%

100㎡未満

100m2以上500m2未満

500m2以上1,000m2未満

1,000m2以上5,000m2未満

5,000m2以上

32.3%

12.9%

12.9%

12.9%

6.5%

6.5%

16.1% 製造業

建設業

卸売・小売業

宿泊・飲食業

医療・福祉

金融業・保険業

その他

事業所の延床面積

1．体制に関する設問

【質問】脱炭素化に向けて、貴事業所ではどのような体制をとっていますか。あてはまるものをひとつ選んでください。

➢ 専任部署を設置している事業所は１社もなく、担当者（専門・兼任）がいる事業者は２割弱

➢ 脱炭素化に関する担当者がいない事業所が８割弱を占める。

有効回答数
（n=3１）

0.0%

3.2%

16.1%

77.4%

3.2%

専任部署を設置している。

専任部署はないが、専門の担当者がいる。

専任部署はないが、他業務との兼任の担当者がいる。

特に担当者はいない。

その他

事業者向けアンケート結果  
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２．社会の変化に関する設問

【質問】脱炭素化（CO2の削減等）に向けた社会の変化について、貴事業所のお考えに最も近いものをひとつ選んでください。

➢ 事業者の６５％は「脱炭素化に向けた世の中の動きが加速している」と感じており、５５％が「自社の事業にも影響があ
る」と考えている。

有効回答数
（n=３１）

54.8%

9.7%

19.4%

16.1%

脱炭素化に向けた世の中の動きが加速し、自社の事

業にも影響があると感じている。

脱炭素化に向けた世の中の動きが加速していると感

じるが、自社の事業には影響はないと考えている。

特に変化は感じていない。

わからない。

３．温室効果ガス排出量の把握・公表に関する設問

【質問】貴事業所の温室効果ガス排出量を把握・公表していますか。

有効回答数
（n=３１）

➢ 自社の温室効果ガスの排出量を把握している事業者は２３％で、公表まで実施している事業者は７％にとどまる。

➢ 業種別には、建設業（５０％）・製造業（３０％）が把握している割合が高い。

6.5%

16.1%

77.4%

把握・公表している。

把握しているが、公表はしていない。

把握していない。

把握している
割合

把握している
事業所数

回答母数

５０％２社４社建設業

３０％３社１０社製造業

１２％２社１７社その他
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４．温室効果ガス排出量の削減目標に関する設問

【質問】貴事業所において、温室効果ガス（又は二酸化炭素）排出量の削減目標を設定していますか。

➢ 温室効果ガス排出量の削減目標を設定している割合は１３％にとどまる。

➢ 建設業は、比較的目標設定の割合は高い。

有効回答数
（n=３１） 目標設定している

割合
目標設定している

事業所数
回答母数

５０％２社４社建設業

１０％１社１０社製造業

６％１社１７社その他

12.9%

87.1%

目標を設定している。

目標を設定していない。

５．取引先からの要請に関する設問

【質問】取引先から温室効果ガス削減の取組や目標設定を求められたことがありますか。あてはまるものをひとつ選んでください。

➢ 取引先から要請を受けたことがある事業者は１割弱 （要請を受けた事業者の業種はすべて製造業）

有効回答数
（n=３１）

温室効果ガス削減協力／カーボンニュートラルへの取り組み／カーボンフットプリント算出の実証への協力 など
求められた内容

（自由記述）

3.2%

6.5%

90.3%

複数の取引先から求められたことがある。

特定の取引先（１社）から求められたことがある。

求められたことはない。
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６．具体的な取組に関する設問

【質問】次の地球温暖化対策の取組のうち、貴事業所が取り組まれている項目をすべて選んでください。（複数回答可）

➢ 直接的な経費削減につながる廃棄物の３Rや節電・節水の実施率は相対的に高い。

➢ 一方、コスト増につながる可能性があるクレジット・低CO2電気メニューの活用や省エネ診断等は実施率は低い。

0.0%

0.0%

0.0%

3.2%

3.2%

9.7%

22.6%

25.8%

29.0%

32.3%

51.6%

54.8%

77.4%

83.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に取り組んでいない

環境省が推奨する「デコ活宣言」をしている。

国等が実施する「省エネ診断」を活用している

従業員に公共交通機関による通勤を推奨している

カーボン・クレジット制度を活用している（Jクレジットなど）

電力会社と二酸化炭素の排出量が少ない電気メニューを契約している

環境活動（清掃ボランティア含む）に参加・協力している

環境にやさしい商品を選択している

テレワークやオンライン・ペーパーレス会議等の励行

事業所内の緑化に努めている

クールビズ・ウォームビズを実践している

事業所内のごみの減量化を行っている

節電・節水に努めている

事業所内のごみの分別、リサイクルを行っている

（参考）地球温暖化対策の取組の「実施項目数」の分析
➢ 全１３項目の「実施項目数」の平均値は３．８７（中間値は４）

実施項目数別の回答割合

実施項目数

回
答

者
の

割
合

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0 1 2 3 4 5 6 7 8
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７．取組を進める上での課題に関する設問

【質問】貴事業所において、地球温暖化対策・環境保全に向けた取組を進める上での問題・課題になるものをすべて選んでください。
（複数回答可）

➢ 取組を進める上での課題は、資金（５５％）・人（５５％） ・情報（５２％）といったリソース不足を挙げる事業者が多い。

12.9%

0.0%

6.5%

25.8%

51.6%

54.8%

54.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題・課題は特にない

取引先や消費者の協力が得られない

取組を進めることによる成果・効果が期待できない

事業で提供する製品の質・サービスのコストパフォーマンスの低下

取組を実施するための情報・知識・ノウハウの不足

取組を実施するためのマンパワー不足

取組を実施するための費用負担（設備費、原材料費、コンサルティング費など）

８．設備導入に関する設問

【質問】次の設備･車等の導入について、それぞれ選んでください。

➢ 導入率は、LED照明が９０％と最も高く、次いで、EV等：５３％、太陽光発電システム：２４％の順

➢ 導入の意向は、EV等が３０％と最も高く、次いで、太陽光発電システム・蓄電池・太陽熱利用システムの１０％

➢ ZEB及びBEMSは、「わからない」の回答率が５０％前後と高く、認知の低さも一因にあると推測

3%

7%

14%

14%

24%

53%

90%

7%

7%

7%

10%

3%

3%

10%

10%

30%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

バイオマスボイラー

地中熱利用システム（空調・給湯等）

ＺＥＢ（ネットゼロエネルギービルディング）化

ＢＥＭＳ（エネルギーマネジメントシステム）

事務所の木質化

太陽熱利用システム（温水器等）

薪ストーブ・ペレットストーブ

高効率給湯器

高効率空調システム

蓄電池

太陽光発電システム

ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車

ＬＥＤ照明

導入している 今は導入していないが、導入したいと考えている 導入しておらず、今後も導入するつもりはない わからない
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９．行政への期待に関する設問

【質問】 貴事業所が脱炭素化を進める上で、特に行政に期待する施策を選んでください。（３つまで回答可）

➢ 行政への期待としては、「EV等の導入促進」を選択した事業者が６割弱と最も高く、次いで情報提供が３２％と高い

➢ 省エネ対策は３割、再エネ促進は２割が期待しており、排出量の可視化システムの導入支援も２５％が期待

6.5%

12.9%

16.1%

16.1%

19.4%

25.8%

29.0%

32.3%

58.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市内の再エネを市内で消費するための地域エネルギー会社の設立

省エネ診断・アドバイザー派遣制度

公共施設の省エネ化等の率先的な対策

従業員の人材育成に対する支援

再生可能エネルギー（太陽光発電等）の促進

二酸化炭素排出量の可視化システム導入の促進

省エネ対策（省エネ設備導入・建物の断熱化等）の促進

脱炭素化に関する情報の提供

次世代自動車（ハイブリッド車・電気自動車・燃料電池自動車等）の導入促進

回
答

者
の

割
合

１０．省エネの見通しに関する設問

【質問】貴事業所において、今後、毎年どの程度の省エネ化（電気使用量・燃料使用量の削減）が可能と考えますか。

➢ 今後の省エネの見通しとしては、「前年度比１％減」が４４％と最も多く、次いで「削減は困難」が２６％

➢ 一方で、 「前年度比５％以上削減可能」と回答した事業者も存在 （平均すると前年度比▲１．４１％）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

前年度比１％程度 前年度比２％程度 前年度比３％程度 前年度比４％程度 前年度比５％以上 削減は困難
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３．意見募集（パブリックコメント）の実施結果 

 

（１）募集期間  

   令和７（202５）年 1 月１５日（水）から令和７（2025）年２月１7 日（月）まで  

 

（２）意見提出件数  

   １人（６件）  
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